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第１章  町民主役のまちづくり 

 

１．１ 町民のまちづくり意識の高揚 

［現状と課題］ 

近年、人口の減少、高齢化の到来によって、まちの担い手も減少し、さらに車社会の進展、

価値観の多様化・核家族化の進行により、地域社会における人と人のつながりは希薄になり

つつあります。このようなことから、地域の課題を住民自らが考え、地域でできることは、

自らの判断と責任で解決できるよう、コミュニティーの活性化を図り、地域活動に貢献する

ことによって、生きがいを求め、自己実現を目指し、心がふれあうコミュニティーの再構築

が課題となっています。これからの高齢化社会における在宅福祉ニーズのように、行政だけ

では対応しきれない事業やごみ減量化問題のように、各家庭における個人の実践でしか解決

し得ない課題等は、町民主導の事業対応が絶対条件となります。地域の成熟化が進む中、町

民自身の意識によって大きく影響される課題は、今後ますます増大していくことが見込まれ

ます。 

本町においては、既に多くの分野で町民主導のまちづくり活動が、実践されていますが、

さらに、より積極的な実践が必要となっています。このため、今後とも“町民自らのまちづ

くり”意識を高める啓発活動や、まちおこしリーダーの育成に努めるとともに、モデル地区

を指定し、公園等都市基盤整備や環境対策、ごみ処理、福祉等のさまざまな整備事業の推進

に際して一層の町民参加を進め、町民のまちづくり意識の高揚に努めていく必要があります。 

［基本方針］ 

町民のまちづくり意識を高揚するための啓発活動を展開するとともに、まちづくりリーダ

ーの育成や、特に、環境緑化問題、ごみ問題等をテーマとした事業推進に当たって町民参加

の拡充を図り、まちづくりに対する町民意識の高揚と町民が主役のまちづくり風土の形成に

努めます。 

［主要施策］ 

(1) 町民自治意識の高揚 

① 町民と行政が連携を図りつつ、町民の意識の向上を推進していきます。 

② 生涯学習活動やコミュニティー活動、学校教育等のさまざまな場をとおして、町民が
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主役のまちづくりの意義や具体的な町民参加事業の進め方等について啓発に努めます。 

③ 広報紙等により、さまざまに進められているまちづくり事業についての情報提供の強

化を図ります。 

(2) まちづくりリーダーの育成 

① まちづくりの実践活動を通じて、まちづくりリーダーの育成に努めます。 

② 実践的なまちづくり活動を展開する町民グループの組織化に努めます。 

(3) まちづくり参画の推進 

① 公共施設整備や福祉サービス等の公共サービス事業の推進に当たっては、計画段階か

ら町民参画を促し、町民と行政が協働で取り組むパートナーシップのまちづくりを進め

ます。 

② ごみ減量化や全町的緑化運動等の推進に当たっては、町民主導の事業推進体制の確立

を図り、町民自らの事業展開の促進に努めます。 
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１．２ コミュニティー活動体制の充実確立 

［現状と課題］ 

数年前までは、町民が相互の協力によって諸問題の解決に当たってきましたが、ここ近年

では、町外から転入されて来られた町民の増加や、都市化の進展等に伴い、地域の連帯意識

の希薄化が進む傾向もみられ、問題解決を行政等に依存する傾向が顕著となっています。 

しかし、大震災時における対応や高齢化社会における在宅介護への対応など、行政等に依

存するだけでは解決し得ない課題が多数あることを改めて認識し、現在では、地域で互いに

支え合い、協力し合う地域共生のまちづくりの意義が見直されてきており、特に、コミュニ

ティー活動の活性化が行政の重要なテーマとして再び脚光をあびてきています。 

本町においては、従来から各地区・集落にコミュニティー組織（行政区）が形成され、特

色を生かした活動を展開し、地域の活性化に大いに貢献してきたところです。 

しかし、近年、新規転入者の行政区組織への不参加の問題や、行政区組織等の活動の基本

的あり方への問題提起等が課題になっています。 

このため、従来のコミュニティー活動の枠にとらわれず、地区町民が自らのニーズに基づ

き意思決定し、自主的・主体的に活動展開する事業に対して支援する制度を創設するなど、

多様に地区・集落活動の活性化を促す必要があるとともに、行政とコミュニティー組織の望

ましい関係の再構築が必要とされています。 

［基本方針］ 

町民自治活動の活性化を促すため、行政区を単位とする地区町民主導のコミュニティー活

動に対する助成・支援制度の確立を検討し、各行政区の自主的・主体的活動の推進を促すと

ともに、新しいコミュニティー組織のあり方について検討します。 

［主要施策］ 

(1) 自主的・主体的な行政区活動に対する助成制度の確立 

① 行政区を単位として、地区町民が自主的・主体的に活動を展開する事業に対して助成

する制度の確立について検討し、コミュニティー活動の活性化を促します。 

② 既存の町民自治組織の今後のあり方について検討し、行政とコミュニティー組織の望

ましい関係づくりの確立に努めます。 

(2) 活動拠点の整備充実 

① 行政区を単位とするコミュニティー活動の拠点として、地域公民館施設等の整備支援
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に努めます。 

② 地域公民館施設等の管理運営方式に工夫をこらし、利用しやすい施設となるよう支援

体制の確立を図るとともに、これを活動拠点に自由なふれあい交流活動の展開を促して

いきます。 
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１．３ ボランティア活動の推進 

［現状と課題］ 

本町では、さまざまな分野で町民のボランティア活動が展開されていますが、高齢社会の

進展に伴い、心の豊かさや思いやりのあるまちづくりを求める町民のニーズが高まり、今後

とも町民のボランティア活動・ＮＰＯ（非営利の住民活動団体）活動に対する関心は一層高

まっていくことが期待されます。 

一方、行政だけでは対応しきれない課題が増えていることから、福祉事業やまちおこしイ

ベントにとどまらず、防災や環境、生涯学習等の多様な分野でのボランティア活動・ＮＰＯ

活動の活性化が重要視されています。 

ボランティア活動・ＮＰＯ活動は、町民主体のまちづくりの基盤であり、重要な行政課題

の一つとして、今後とも推進体制の確立とネットワーク化を図っていく必要があります。 

［基本方針］ 

町民の自発的な活動を促すために、社会福祉協議会等と連携を図りながら、ボランティア

に関する制度の確立と育成事業の拡充及び情報・相談機能の充実に努め、広範な分野にわた

って町民がお互いに支え合う地域環境の醸成に努めます。 

［主要施策］ 

(1) ボランティアネットワークの形成 

社会福祉協議会等の関係機関・団体と連携を保ち、ボランティア組織の拡充と確立に努

め、福祉事業だけでなく生涯学習・スポーツ・交流・防災・環境等の広範な分野の団体等

とのネットワーク化を進め、全町的なボランティア活動の推進を目指します。 

(2) ボランティア・ＮＰＯの育成と活動の普及 

多様なボランティア・ＮＰＯ需要の高まりに対応するため、ボランティアに関する考え

方や制度の確立に努め、各種研修会等の開催、ボランティア・ＮＰＯに関する情報の提供

などを進めます。 
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第２章  人にやさしい健康福祉のまちづくり 

 

２．１ 地域福祉の推進 

［現状と課題］ 

本格的な高齢社会を迎え、寝たきりや認知症の高齢者、障害児者など、社会保障制度に該

当する人々が、今後、さらに増加していくことが予想されます。多くの町民は、住みなれた

地域社会の中で、家族や知人など身近な人々とのふれあいを保ちながら、お互いに助け合い、

共に生活することを望んでいます。こうした地域住民のニーズに効果的にきめ細かく対応し

ていくためには、地域に住むすべての人々が日常生活における福祉問題を身近な問題として

受け止め、各種の福祉活動に自主的に参加・協力していく地域福祉活動の推進が不可欠です。 

本町では、社会福祉協議会・民生委員児童委員協議会等を中心に、地域でのふれあい活動

や福祉活動を進めています。しかし、本格的な高齢社会の進展によって、介護を必要とする

高齢者や重度の障害児者が増えている一方で、核家族化が進み、扶養意識が低下する等家庭

を取り巻く環境が変化し、地域全体の相互扶助機能が低下してきている状況にあります。 

このため、高齢者や障害児者を含め、すべての町民が地域の中で支え合いながら、共に豊

かに生活できるような地域環境を醸成するとともに、町社会福祉協議会等の福祉団体と家

庭・地域・行政が連携を深めながら、コミュニティーケアやボランティア活動等の充実を図

り、安心と生きがいをもって生活できる地域福祉体制をつくり上げていく必要があります。 

［基本方針］ 

地域社会における福祉需要の増大・多様化に対応して、相互扶助、コミュニティーケアの

定着を図るため、社会福祉協議会との連携を促進し、ボランティアなど民間福祉活動の担い

手の育成と確保に努め、町民の自主的、主体的な参加による地域福祉活動の充実に努めます。 

また、高齢者や障害児者が健常者と同じように生活し、ふれあい交流できる福祉のまちづ

くりを推進します。 

［主要施策］ 

(1) 地域福祉活動推進体制及び活動拠点施設の活用 

① 保健・医療・福祉の関係団体はもちろん、農協、商工会等の産業団体・その他各種団

体や教育分野の幅広い関係機関と連携し、地域の福祉ネットワークの強化を図ります。 
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② 福祉情報の提供や相談窓口の拡充、さらには民生児童委員などによる日常的な相談業

務体制の強化を図ります。 

③ 地域福祉活動の拠点施設として、総合福祉センターの施設・設備の活用を促進し、活

動の充実を図ります。 

(2) 地域福祉団体の育成・強化 

① 地域に根ざした活動の展開を図るため、社会福祉協議会の組織体制の強化を支援する

とともに、地域福祉活動を見直し内容の充実を支援していきます。 

② 福祉団体への適正な援助及び指導に努めるとともに、各団体間の連携強化を図り、活

動の広がりを促します。 

(3) 福祉意識の高揚と広報活動の充実 

子どもから高齢者に至るまでの各世代の福祉意識の高揚と啓発を図るため、生涯学習活

動や福祉講座の開催に努めます。 

また、ボランティア協力校活動の充実など福祉教育を推進するとともに広報・啓発活動

の拡充に努めます。 

(4) 福祉部門の人材育成 

① 介護教室や福祉入門教室、ホームヘルパー養成講座等を開設し、福祉部門の人材育成

に努めます。 

② 福祉人材バンクの設立や人材紹介・あっせん情報の提供について検討します。 

(5) ボランティア活動の促進 

ボランティア活動の充実を図って、ボランティア情報の提供、福祉ボランティアの育

成・登録の拡充等を進めるとともに、指導者・グループリーダーの養成と資質の向上を図

ります。 

(6) 高齢者、障害児者に配慮した公共施設等の改良・整備の推進 

公共施設等の設置及び改良･整備においては、高齢者や障害児者が健常者とともに安心

して利用できるように配慮した環境整備に努めます。 
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２．２ 保健・医療活動の充実 

［現状と課題］ 

高齢社会が進展していく中で、日常生活様式の変化や食生活の多様化はさらに加速するこ

とが予想されます。これらの変化は、生活習慣病の増加として示されるような疾病構造の変

化に結びついています。近年の３大死因は、脳血管疾患、がん、心疾患であり、生活習慣病

予防は保健・医療活動の大きな課題となっています。 

また、これまでは生活習慣病対策を中心に｢健康な 65 歳｣を目標に取り組んできましたが、

これからは、従来の生活習慣病に加え、ヘルスプロモーションの視点も含め、高齢者の生活

機能低下対策を強化していくことにより｢活動的な 85 歳｣を目標に、各制度による縦割り型

の健康づくり事業から、個人の生涯を通した総合的・計画的な健康づくり体制を整備してい

く必要があります。 

このため、本町では現在、町民一人ひとりが、健康で生き生き過ごせるよう「自分の健康

は自分でつくる」を基本理念に据え、地域特性に応じた事業を順次拡充を図りながら実施し

ています。 

特に、地域ぐるみの健康づくり体制の確立を図って、町民に対して健康についての知識の

普及と一層の関心を深めてもらう機会づくりを推進するとともに、各種の健康診査・検診や

健康教育・相談等を通して、心と身体の両面から保健指導を行っていますが、今後一層、町

民の自主的な健康づくり運動の推進を図る必要があります。 

また、医療の面では、町内医療機関の協力を得て地域医療の推進を図っていますが、今後

とも保健・医療・福祉の連携を進める中核機能としての診療体制の充実を図ると同時に、将

来予定されている医療制度改革を視野に入れながら、的確な対応に努めていく必要がありま

す。 

［基本方針］ 

栄養・運動・休養・健診・生きがいのバランスのとれたライフスタイルの確立を基本にお

いて、町民の生涯にわたる健康を維持、増進するための年齢・ライフサイクルに合わせた保

健・健康活動を推進するとともに、｢活動的な 85 歳｣を目標に、医療保険や労働安全衛生な

ど他制度の保健事業との連携を取りながら、保健･医療･福祉の更なる連携体制の充実に努め

ます。また、きめ細かな医療サービスが身近に受けられるよう広域的連携を強化して地域医

療、救急医療体制の一層の充実に努めます。 
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［主要施策］ 

(1) 健康づくりに関する基本方針の確立と町民意識の啓発 

① 全町的な健康づくり活動を展開するための基本方針となる「健康日本 21 桂川町計画」

（仮称）の策定に努めます。 

② 健康の保持・増進のため、全町民を対象にした健康づくり活動やそれぞれの健康状態

に応じた生活習慣の改善など、健康づくりに対する意識の向上を図ります。 

(2) 健康づくりの基盤整備 

① 保健活動、健康づくり活動の中心となる保健師や栄養士、看護師等の確保・拡充を図

るとともに、地区組織の育成を図って、地域ぐるみの健康づくり活動の充実に努めます。 

② 保健・健康づくり活動の活動拠点施設として、総合福祉センター内における保健業務

の充実を図ります。 

(3) 生活習慣病予防・老人保健事業等の推進 

① 糖尿病予防教室の更なる充実を図るとともに、今後、高脂血症予防教室の健康教育の

充実を図ります。 

② 生活習慣病の早期発見・早期治療を進めるため、基本健康診査やがん検診の充実を図

るとともに健診後の指導及び生活改善に努めます。 

③ 「活動的な 85 歳」を目指し、機能訓練事業の充実に努めます。 

④ 認知症や内臓脂肪症候群などについて、住民のニーズに合った情報の提供や知識の普

及及び予防対策に努めます。  

(4) 母子保健事業等の推進 

① 母子保健事業の基本となる「母子保健計画」について見直しを行います。 

② 妊産婦・乳幼児の健康診査や訪問指導、各種教室等における内容と保健指導の充実を

図り、疾病や異常の早期発見・早期治療･早期療育に努めるとともに、育児不安の軽減

を図ります。 

③ 0 歳から 18 歳までの児童の虐待や引きこもり等に対応するため、｢桂川町子どもネッ

トワーク会議｣において、各関係機関の役割分担を行い、支援体制を構築していきます。 

また、啓発の推進及びネットワークの活用により虐待の防止や早期発見に努めます。 

(5) 栄養改善事業の推進 

① 食育基本法の理念にのっとり、食育の推進に関し国･県との連携を図りつつ、食生活

改善推進協議会等の育成及びネットワーク化を進めながら、地域の特性を生かした施策

を実施していきます。 

② 生活習慣病などを中心に、様々なライフステージに応じた取り組みについて、保健

師･栄養士等との連携を図りながら、アウトカム評価に重点を置き、事業の充実･拡大を

図ります。また、内臓脂肪症候群に対する事業も展開していきます。 



第２章  人にやさしい健康福祉のまちづくり 

 10

③ 地域住民が「食」についての意識の向上が図れるように、地域に根ざした健康相談等

を実施していきます。 

④ 関係機関と連携し、介護予防における栄養改善事業の推進を図ります。 

(6) 歯科保健事業の推進 

乳幼児から高齢者までを対象に、ライフサイクルに応じた歯科保健指導事業の充実に努

めます。 

(7) 予防事業等の推進 

感染症予防等の予防事業の推進に努めます。また、予防接種や献血事業等の啓発活動を

推進し、町民の積極的な参加を促します。 

(8) 健康管理情報システムの整備 

町民一人ひとりの健康に関する情報の集積と予防活動への活用を図るため、個人情報保

護法や関係法令に留意し、健康管理情報システムの活用に努めます。 

(9) 医療体制の充実 

① 高齢者人口の増加が進む中で診療体制の充実を図って、保健・医療・福祉の連携を密

にするとともに、医師会等の協力を得て訪問診療・訪問看護体制の充実等に努めます。 

② 広域的連携を図って、効率的な救急医療体制の一層の充実に努めます。 
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２．３ 高齢者福祉の充実 

［現状と課題］ 

寝たきりや認知症高齢者等の要介護者が年々増加している今日、在宅福祉の重要性が提唱

され、在宅生活が維持・継続できるように、これまでに老人訪問介護（ホームヘルプサービ

ス）、老人短期入所生活介護（ショートステイ）、老人日帰り介護（デイサービス）等の充実

に努めています。また、家庭での介護ができなくなり施設への入所を希望される方には、で

きるだけ早く入所できるよう特別養護老人ホーム等の整備を目指してきました。また、民生

児童委員等が中心となり一人暮らし高齢者等に対して「見守りネットワーク」を実施したり、

ボランティア団体による給食サービス事業を実施したりして、家族の負担軽減に努めていま

す。 

高齢社会が進み、特に後期高齢者が今後とも増えていくことが予測され、家庭での介護者

も高齢化していく今日、在宅福祉、中でも認知症高齢者対策を重点的に進めていく必要があ

ります。 

平成 12 年度より実施された介護保険制度が、法改正により平成 18 年 4 月から、新たにス

タートします。法改正の内容について十分検討･協議し、今後とも事業の充実を目指してい

くことが必要となっています。 

さらに、今後は、要介護状態になることを防ぐための介護予防対策が重要な課題になるこ

とから、介護保険の対象外の高齢者を対象とした健康と生きがいづくりのために、具体的な

計画策定に取り組んでいく必要があります。 

一方、老人クラブ活動やシルバー人材センター活動、生涯学習活動等によって高齢者の生

きがい対策にも積極的に取り組んでいますが、さらに高齢者のニーズに対応した施策を一層

充実していく必要があります。 

また、これらの事業を効果的に展開するために、福祉関係に従事するマンパワーの育成・

確保を図ることも大きな課題となっています。 

［基本方針］ 

｢活動的な 85 歳｣を目標において、「生涯現役」の心意気と健康な身体を持つよう啓発活動

を進めます。また、改正後の介護保険制度の推進体制の充実に努めるとともに、要介護高齢

者等に対する適正な各種在宅福祉サービスを計画的に推進します。 
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［主要施策］ 

(1) 高齢者対策の基本方針の見直し・確立 

① 高齢者対策の基本となる「高齢者保健福祉計画」の実施に努めるとともに、必要に応

じて適宜見直しを行います。 

② 介護保険制度による事業推進の基本となる「介護保険事業計画」について適宜見直し

を行います。 

(2) 高齢者の生きがい対策の推進 

① 老人クラブ活動を支援するとともに、シルバーボランティア制度の活用、シルバー人

材センターの利用と支援、さらには各種教室等で学んだ生涯学習活動成果の発表の場を

拡げ、高齢者の地域社会への参加を促進します。 

② 総合福祉センターや地域公民館施設等の身近なコミュニティー施設の有効活用を図る

とともに、各行政区の高齢者ふれあい活動を支援します。 

(3) 高齢者の健康の確保と介護予防の推進 

① 高齢者の健康保持のために、グラウンド・ゴルフやゲートボール、その他のニュース

ポーツの振興を図るとともに、検診等を含む各種高齢者保健事業や健康づくり事業を継

続して推進します。 

② 高齢者が充実した生活ができるように、生きがい対応型デイサービス事業の充実を図

ります。 

(4) 老人福祉施設等の充実 

① 在宅介護支援センター事業の充実を推進し、在宅介護サービスに関する相談体制の充

実を図ります。 

② 特別養護老人ホームや老人保健施設、老人訪問看護ステーション、ケアハウス等の整

備・充実については、保健福祉圏域内で連携を図って協議し検討していきます。 

(5) 在宅要介護老人対策の充実 

① 寝たきりや認知症高齢者等の重度化防止と介護者の負担軽減のために、ホームヘルパ

ー体制やボランティア体制の充実、さらには緊急連絡網を確立し、家庭への訪問活動や

一人暮らし高齢者の安否確認活動等に努めます。 

② 老人日帰り介護（デイサービス）事業の充実を図り、日常生活指導をはじめリハビリ

テーション機能の強化に努めます。 

③ 在宅福祉サービスについては、今後、定期的に要介護老人や介護者の実態とニーズを

把握するとともに、社会福祉協議会との連携を強化し、民間シルバーサービス産業の導

入を促進し、各種サービス事業の充実に努めます。 

(6) 介護保険の推進体制の充実 

① 平成 12 年度にスタートした介護保険制度の効果的推進を図るため、福岡県介護保険
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広域連合の活動内容の充実に積極的に支援・協力していきます。 

② 介護保険制度に関する町民への啓発活動、相談体制の充実に努めます。 

(7) 高齢者の移動手段の確保と住宅環境の改善   

① 高齢者の移動手段として実施している福祉バスや福祉タクシー制度については、実情

に則したより効果的な運営を行います。 

② 高齢者と同居する世帯に対し、高齢者が家族との暖かいふれあいの中で、楽しく生活

できるよう住宅環境の改善に努めます。 
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２．４ 児童福祉・子育て支援対策の充実 

［現状と課題］ 

高齢社会の進展と少子化による人口の減少傾向時代を迎え、健やかに子どもたちを育てる

ことは、社会全体の共通する課題であることを認識し、子どもが安全に健やかに育つための

環境づくりの推進を図ることが必要になっています。 

特に、家族形態や就労形態が多様化するなどの社会情勢の変化に伴い、乳幼児保育、障害

児保育の充実とともに、延長保育、一時保育など保育に対する多様なニーズがあります。現

在、本町では町立 2 カ所、私立 1 カ所の保育所を中心に保育事業を展開していますが、施設

の老朽化等から事業展開が制約されるなど、十分な対応ができない状況にあります。 

また、社会問題になっている子どもの虐待については「児童虐待の防止等に関する法律」

が平成 12 年に施行されましたが、この頃から、全国的に急増し、以降高い水準で推移し、

死亡事件も後を絶ちません。こうした中で、本町においては平成 17 年 3 月に「次世代育成

支援対策行動計画」を策定するとともに、「桂川町子どもネットワーク会議」を設置し、支

援体制の強化を図っています。 

さらに、車社会の中にあって、児童が安心して遊べる場や自然環境が少なくなってきてお

り、児童が安全に遊び・学べる環境づくりを一層進めることが求められています。このため、

家庭や地域社会の育成機能の向上を目指すとともに、保育サービスや相談指導体制の充実等

を積極的に推進していく必要があります。 

一方、離別や死別などによる一人親家庭は、増加する傾向を示しています。こうした家庭

は、家庭的に不安定な状況におかれているケースが多く、今後とも精神面、経済面から適切

な指導と援助に努めていく必要があります。 

［基本方針］ 

児童の健やかな育成と子育て支援の充実を図るため、延長保育や児童クラブ活動、育児相

談機能、保育所体制を充実し効果的に進めます。また、地域ぐるみの子育て支援ネットワー

ク体制の確立や子どもネットワーク会議等の活用による子ども虐待に対する支援に努めます。 

さらに、一人親家庭の生活の安定と自立促進のために、相談事業や援護施策の活用等を進

めます。 
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［主要施策］ 

(1) 児童福祉・子育て支援に関する基本方針 

「次世代育成支援対策行動計画」を子育て支援施策を推進するための基本計画に位置づ

け、計画の実行に努めます。 

(2) 新しい時代に適応した保育・子育て支援機能の拡充 

① 町民のニーズに応じた諸施策を講じていくために、保育所の適正配置について検討し、

保育所の施設、体制の充実等を図り、延長保育、未就園児交流活動、児童クラブ活動、

育児相談活動等の充実に努めます。 

② 子育て経験を有する一般町民にも広く呼びかけ、一時預り等を行う地域ぐるみの子育

て支援のためのふれあいネットワーク体制の確立を図ります。 

③ 在宅での子育てを含めた町全体の家庭における育児不安等についての相談指導などを

実施するため、子育て支援センターを立ち上げ、子育て支援の充実を図ります。 

(3) 児童の健全育成 

① 子ども会をはじめ地域組織活動の充実を促すとともに、指導者の養成や地域活動への

参加機会の充実に努めるなど、児童の健全育成に地域ぐるみで取り組みます。 

② 身近で安全なふれあいの場、遊び場を確保するため、地域内での広場や公園等の既存

施設の活用を図ります。 

③ 学童保育所体制の充実を図ります。 

(4) 一人親家庭への支援の充実 

① 一人親家庭が安心した生活を送られるよう、資金の貸付事業や医療費助成事業など、

各種制度の周知と活用を促します。 

② 民生委員・児童委員や関係機関との連携を強化し、生活、教育、就労などに関する相

談・指導体制の充実に努めます。 

③ 桂川町母子会と連携を図り、一人親家庭相互の連携や相談窓口となる組織の支援に努

めます。 

(5) 子ども虐待の取り組み 

① 子どもネットワーク会議を中心として、虐待防止のための早期発見、早期対策及び関

係機関との連携を強化します。 

② 子ども虐待の窓口を広く住民に知らせて情報の収集に努めるとともに、関係者に対す

る研修会等を開催し、子ども虐待に対する知識の普及と意識の向上に努めます。 
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２．５ 障害児者福祉の充実 

［現状と課題］ 

障害者自立支援法の施行に伴い、身体障害児者や知的障害児者、精神障害児者に対する本

町の責務が一段と大きくなり、その対応が求められています。本町の障害児者の数は依然と

して増加傾向にあり、しかも、障害の重度化、重複化のほか、障害児者の高齢化も進んでい

ます。高齢社会の進展と相まって、障害は誰にでも起こり得る問題として、すべての町民が

関心を持ち、地域全体の問題としてとらえるとともに、障害児者が普通の人と同じように生

活できる（ノーマライゼーション）ようにする必要性を認識することが大切です。 

本町では、乳児相談や健診等を実施し継続的に個々の対象者に応じた相談・指導をすること

によって、障害の発生予防、早期発見に努めているほか、障害児者の生活を支援するために、

医療費の補助、補装具や日常生活用具の給付事業等を実施しています。 

障害児者は、さまざまなハンディを負っており、自助努力には限界があることから、障害

児者のニーズに即した各種援護措置、相談事業、福祉のまちづくり事業等を、広域的連携も

強化しつつ、今後一層充実する必要があります。 

また、障害児者やその家族に対して、地域全体が思いやりの心で接することができるよう、

町民の福祉意識の高揚を図ることも必要となっています。 

［基本方針］ 

障害者基本法の基本的理念に則り、「障害のある人もない人も誰もが相互に人格と個性を

尊重し、支え合う共生社会の実現」のために、障害の種類（身体障害、知的障害、精神障

害）にかかわらず、地域住民の正しい理解を得ながら、障害児者の自立支援に努めます。 

［主要施策］ 

(1) 障害児者施策に関する基本方針の確立 

総合的かつ計画的に障害児者の施策を推進するため、障害児者福祉計画を策定し、円滑

な実施に努めます。 

(2) 相談体制の充実 

障害児者にかかわる保健･医療･福祉サービスを総合的･計画的に行えるように、関係職

員の専門的知識の習得及び医療機関、障害児者施設、県・保健所等との連携の強化を図り

ます。また、各種健（検）診事業を充実し、障害の予防・早期発見に努めます。 
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(3) 在宅福祉サービスの充実 

国･県の補助事業に基づき、居宅介護サービス事業、補装具・日常生活用具給付事業の

充実を図り、障害児者の在宅生活を支援します。 

(4) 社会参加・社会復帰の促進 

障害児者の雇用の場を確保するため、公共職業安定所等の関係機関との連携を図り、町

内外の民間企業などに対し、雇用の拡大を要請していきます。 

一般就労が困難な障害児者については、自立更生･授産施設等の利用促進に努めます。 

また、町内各種障害児者団体との連携を密にし、障害児者の各種事業･大会への参加を

通して、障害児者及びその家族の相互交流を促進します。 

さらに、文化活動、スポーツ・レクリエーション活動など、障害児者と健常者との交流

機会の拡充を図り、障害児者福祉に対する町民の意識啓発に努めます。 

(5) 地域社会での自立支援 

町民の福祉意識の高揚を図り、障害児者やその家族に対する地域ぐるみの支援体制の確

立に努めます。 

また、道路や公共施設等は障害児者に配慮した整備に努め、ソフト･ハード両面にわた

る社会のバリアフリー化を図り、障害児者が地域で安心して活動し、自らの能力を最大限

生かして、自立した生活が送れる地域社会づくりに努めます。 
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２．６  社会保障の充実 

［現状と課題］ 

生活保護制度は、生活の保障と安定に大きな役割を果たしています。本町の被保護世帯は、

近年、増加傾向にあり、今後とも高齢社会の進展等によりさらに増加していくことも見込ま

れます。 

このため、適正な生活保護事務に努めるとともに、保健福祉環境事務所と連携を取りなが

ら、他の福祉施策と合わせて、経済・生活の保障・安定を支援していく必要があります。 

一方、医療や老後の生活を保障する国民健康保険制度や老人保健制度、国民年金制度は、

近年、就業構造の変化や高齢社会の進展、疾病構造の変化などを背景に厳しい財政運営を迫

られているのが実情です。 

こうしたことから、町民一人ひとりの健康づくりへの意識高揚と健康づくり活動を促すと

ともに、老後の保障を自ら確保するという認識を高め、医療保険未加入者や無年金者の解消

を目指していく必要があります。 

［基本方針］ 

すべての町民が健康で文化的な生活を維持し、老後に不安のない人生を送れるよう、医療

保険制度、年金制度、生活保護制度への町民の理解を深め、その的確な運用に努めます。 

［主要施策］ 

(1) 低所得者福祉の充実 

① 心配ごと相談や生活相談所等の相談体制の充実を図るとともに、自立及び地域援護の

推進に重要な役割を担う民生児童委員活動の充実に努めます。 

② 低所得者世帯の自立を促す各種福祉資金制度の活用を促すため、制度の普及に努めま

す。 

(2) 国民健康保険の適正化 

① 保険税収納率の向上を図るなど、国民健康保険財政の健全性維持を図り、制度の円滑

で安定した運営に努めます。 

② レセプト点検の徹底や医療費通知制度の活用、また、広報活動の強化等により、被保

険者の適切な受診を促します。 

③ 一般保健行政との連携を密にして、検診事業や健康づくり事業などの各種保健事業を

推進し、被保険者の健康の保持・増進を図ります。 
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(3) 老人保健医療の適正化 

対象者に対して重複多重受診の是正など適切な指導活動を行うなど、制度の円滑な運営

に努め、高齢者の健康保持・増進を図ります。 

(4) 国民年金への適用促進 

広報活動の強化等により制度に関する内容の周知徹底に努めるとともに、町民の年金受

給権の確保を図るため、各社会保険事務所との連携を密にして年金相談業務の充実に努め

ます。
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第３章  一人ひとりの人権が大切にされるまちづくり 

 

３．１ 人権教育・啓発の推進 

［現状と課題］ 

人権確立に向けた国際的な潮流として、平成 16 年 12 月 10 日、第 59 回国連総会は、平成

17 年 1 月から「人権教育のための世界プログラム」に取り組むことを求めた決議を採択し、

平成 19 年までを第一段階として行動計画（案）を示しました。 

我が国においても、平成 12 年に「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が制定さ

れ、それに基づき、福岡県では平成 15 年に「福岡県人権教育・啓発基本指針」が策定され

ました。 

本町では、これまでに平和で差別のない人権尊重の社会を築くために、講演会や研修会な

どを開催し、社会啓発を推進してきました。同時に、幼児教育・学校教育を通して、一人ひ

とりを大切にする幼児・児童生徒の育成に取り組んでいるところです。 

しかしながら、依然として、学校、地域、家庭、職域など社会生活の様々な局面において、

同和問題をはじめ、女性、子ども、高齢者、障害児者等に対する偏見や差別が存在していま

す。さらに、高齢化、国際化、高度情報化などを背景として新たな人権問題が発生していま

す。 

特に、同和問題は我が国固有の人権問題であり、日本国憲法が保障する基本的人権にかか

わる重大な社会問題です。これまでの取り組みの成果から差別意識は着実に解消に向けて進

んでいるものの、結婚や就職などをはじめとする、いくつかの分野において、今なお心理的

差別が残っています。 

このような課題を解決するために、一人ひとりの人権が大切にされるまちづくりの指標と

なる「桂川町人権教育・啓発基本指針」を策定し、計画的、継続的な人権教育・啓発を推進

していくことが重要です。 

［基本方針］ 

一人ひとりの人権を大切にするまちづくりを基本におき、同和問題をはじめ、女性、子ど

も、障害児者、外国人、ＨＩＶ感染者などの人権問題について、正しい理解と認識を深める

ために、「桂川町人権教育・啓発基本指針」を策定し、行政全体として人権教育・啓発の取

り組みを推進します。 

特に、同和問題については随時、町民の意識状況の把握に努めつつ、効果的な啓発活動を
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展開し、心理的差別の解消に努めます。 

［主要施策］ 

(1) 人権・同和教育の推進 

① 子どもが健やかに、たくましく育まれる環境づくりを家庭・地域において推進してい

くとともに、学校においても体罰やいじめ問題をはじめとする児童・生徒の人権を否定

する行為を根絶し、人権尊重の精神の高揚を図る取り組みを推進していきます。 

② 人権が尊重される社会を目指した人権教育・実践活動を保育所・幼稚園・学校、地域、 

企業等の場で推進します。 

③ これらの活動を地域、企業等で推進するために、各行政区においては、人権・同和教

育推進員を設置して、地域での人権教育啓発事業の推進に努めるとともに、各事業所に

おいては、公共職業安定所等と連携を図りながら、職場の中心となる人権啓発推進員の

育成に努めます。 

(2) 人権意識の啓発・相談活動の推進 

① 隣保館を福祉の向上や、人権啓発の住民交流の拠点となる開かれたコミュニティーセ

ンターとして、あらゆる人権に関する情報を収集発信する総合施設として、機能を高め

ていくための条件整備を進めていきます。 

② 同和問題啓発強調月間や人権週間など、時機を捉えた広報や、街頭啓発活動の推進に

努めます。 

③ 人権擁護活動の推進のため、関係機関や人権擁護委員、民生・児童委員等と連携しな

がら、指導者の養成や人権相談などの充実に努めます。 

(3) 女性や子ども、高齢者など個々の重要課題への対応 

① 女性の問題 

男女共同参画社会基本法の理念に基づき、男女が共にその人権を尊重しつつ、共に責

任を分かち合い、性別にかかわりなく個性と能力が発揮できる社会を目指して、女性の

人権に視点を置いた教育・啓発の推進に努めます。 

② 子どもの問題 

子どもの人権を尊重し、健やかに、たくましく育まれる環境づくりの施策の充実に努

めるとともに、児童虐待の防止と早期発見のために関係機関等の連携を深め、対策の充

実に努めます。 

子どもの人権についての教育・啓発活動の推進及び子どもの権利に関する条約の趣

旨・内容の啓発に努めます。 

③ 高齢者の問題 

高齢者の人権についての教育・研修・啓発活動の推進及び相談体制の整備に努めます。 
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④ 障害児者の問題 

障害を持つ人たちの人権が尊重され、障害がない人と同じように生活し、活動できる

社会の実現に向け基本的な理解、認識を深めるための教育・啓発に努めます。 

⑤ 外国人の問題 

国籍等による偏見や、差別意識解消のための教育・啓発活動に努め、お互いの違いを

認め合い共生できる地域づくりの推進に努めます。 

⑥ ＨＩＶ感染者等の問題 

ＨＩＶ感染、ハンセン病等の正しい知識を普及・啓発し、差別や偏見のない地域づく

りに努めます。 

(4) バリアフリーの推進 

施設のバリアフリー化を図るとともに、心のバリアフリーについての啓発・広報活動や

教育を推進し、社会参加と職業的自立を促進することにより、高齢者や障害児者にやさし

いまちづくりを推進します。 
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３．２ 男女共同参画社会の確立 

［現状と課題］ 

社会環境の変化、とりわけ「少子高齢社会」の進展、経済情勢の急速な変化等を背景とし

て、男女が互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性

と能力を十分に発揮できる社会の実現を目指して、男女共同参画社会基本法が平成 11 年 6

月に制定されました。 

この法の中で、男女共同参画社会の形成について、男女が社会の対等な構成員として、自

らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画できる機会を確保され、もって男

女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任

を担うべき社会の形成と定義しています。 

近年における女性を取り巻く環境にも変化が見られ、女性自らが人生を設計し、職場や地

域活動など社会の多様な場へ参加することが一層活発化し、町民生活の向上や経済社会の発

展に対する貢献が顕著になってきています。 

しかし、一方では、未だに女性の能力・適性への偏見や固定的な役割分担の意識、さらに

は、それに基づく社会習慣・行動様式が残っていることも否定できません。また、女性の社

会参画に対応する社会的条件整備も立ち遅れており、女性が制度上のみならず、実際の面に

おいて社会参画するための環境の整備が必要となっています。さらに、男性が家族や地域の

一員となって、家庭生活、地域生活に積極的に参画するよう意識変革を促すことも必要とな

っています。 

本町においては、女性団体を中心に啓発活動などの地域活動が展開されていますが、法の

精神に則り、市町村男女共同参画計画の策定に努めていくことが求められています。 

［基本方針］ 

男女がともに社会のあらゆる分野へ参画し、多様な活動を通じてその能力を発揮すること

ができるよう、啓発活動の強化、女性団体への活動支援を図ると共に、男女共同参画計画の

策定に努め、男女共同参画社会の実現を目指します。 

［主要施策］ 

(1) 男女共同参画計画の策定 

男女共同参画社会の実現を目指して、法の基本理念に則り、本町の特性に応じた計画の

策定に努めます。 
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(2) 男女共同参画の啓発活動 

男女共同参画意識の高揚を図るため、相談・指導・援護体制の確立・充実に努めるほか、

学校教育、生涯学習活動等を通じて共同参画意識の啓発・研修活動の拡充に努めます。 

(3) 審議会等への女性の積極的登用 

まちづくりに女性の意見が直接反映できるよう、各種審議会・委員会等公的分野などへ

の積極的な登用を図り、女性の社会参画の拡充に努めます。 

(4) 女性の社会参画の促進 

① 就業条件の向上や、子育て支援・在宅介護支援の充実など、女性が社会参加しやすい

環境の整備を、福祉・保健・産業など関係分野との協力のもとに促進します。 

② 女性の生涯にわたる学習活動を促進するため、学習機会の充実に努めるとともに、指

導者・リーダーなど人材の育成を図ります。 

③ 女性団体をはじめとする各種グループの活動のネットワーク化を図り、積極的な地域

活動を推進します。
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第４章  ふれあい豊かな文化創造のまちづくり 

 

４．１ 生涯学習体制の確立と社会教育活動の推進 

［現状と課題］ 

生活水準の向上や余暇時間の増大、また、社会変化の速さや環境問題、高齢社会の到来な

どを背景として、町民の間には、生涯を通じて自己を高め、自己実現を図りながら、生きが

いのある生活を送りたいという意識が高まっています。これに伴い、町民の学習ニーズは高

度化、多様化しており、社会教育分野の領域を超える部分も見受けられ、しかも、自発的で

主体的な学習活動を求めています。 

一方、情報化、国際化、高齢化、少子化、環境問題など、めまぐるしい社会環境の変化に

伴って、生涯の各段階における学習課題も多様となってきており、生涯学習の推進が強く求

められている状況にあります。 

また、地方分権や市町村合併が進展する中、社会教育をめぐる新しいビジョンの創出や、

運営面の改善など、新たな課題が生じており、変化に対応する社会教育の在り方が問われて

います。 

こうした中、本町では、これまで住民センターをはじめ、図書館、総合体育館、王塚装飾

古墳館等の社会教育施設を拠点とし、地域公民館施設等をサブ拠点として、町民の幅広い学

習活動を展開しています。今後とも町民のニーズに即した学習機会の創出や町民主導型事業

の活動強化など、これらの活動を可能にする生涯学習支援体制の確立・強化等に努める必要

があります。 

［基本方針］ 

学習ニーズの高度化、多様化に対応して、町民が「いつでも、どこでも、だれでも」生涯

を通じて、自己実現を目指して主体的な学習活動を続けられるよう、教育分野をはじめ、文

化・スポーツ・福祉・環境・産業などの関連団体との連携強化のもとに総合的な学習環境の

整備を図り、生涯学習の一層の推進に努めます。 

［主要施策］ 

(1) 生涯学習推進体制の整備・充実 

① 生涯学習の推進を総合的に企画・調整するための「生涯学習推進計画」（仮称）を策
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定します。 

② 全庁的な推進体制の確立を図るとともに、生涯学習に関する総合的相談窓口を設置し、

学習情報の提供や相談活動の充実を図ります。 

③ 町民主導の学習事業の強化を図るため、地域公民館施設等への活動支援に加えて、自

主学習グループ、サークル等に対するきめ細かな支援に努めます。 

④ 民間指導者や生涯学習ボランティア・図書ボランティア・人材登録ボランティアの発

掘・育成に努めるとともに、人材登録システムの確立を図ります。また、指導者体制の

充実を図るため、近隣市との広域的な人材情報システムの構築について検討します。 

⑤ 地域における情報センターとしての図書館機能を果たし、暮らしに役立つ図書館サ－

ビスを提供します。また、図書ボランティアの育成に努め、ともに連携しながら読書運

動の推進を目指します。 

⑥ 図書館と学校等の教育機関との連携による読書活動の推進に努めます。 

(2) 生涯学習機会の拡充と学習活動の促進支援の強化 

① 拠点施設としての住民センターをはじめとする社会教育施設活動の一層の充実を図る

ため、町民の学習ニーズの把握に努め、ニーズに即し、ライフステージに応じた、きめ

細かな教室・講座の開設や蔵書の充実、さらには開催時間、開催方法等に工夫をこらし

て学習機会の拡充に努めます。特に、町民主導の学習事業の広がりを意図して、参加型

学習機会の拡充に努めます。 

② 地域で考え、企画実施する「住民自治活動」の推進など地域単位の活動の充実に努め

ます。 

③ 生涯学習活動成果の発表の場の拡充を図るため、全町的な生涯学習フェア（仮称）の

開催に努めます。また、これらの活動の広域的な開催や広域相互の交流機会の確立、拡

充に努めます。  

④ 学校教育施設の社会教育活動への活用や学校教職員の協力等を得て進める学校開放講

座の開設、さらには、学校教育への町民講師及び人材バンク登録者の活用等を推進し、

社会教育と学校教育の連携・融合の拡充に努めます。 

⑤ まちづくりに対する町民参加の活発化を促すため、職員を講師とする地域出前講座の

開設や生涯学習ボランティア養成講座等について検討します。 

⑥ 生涯学習の成果を学校・地域に生かすため、人材バンクの登録を積極的に推進します。

また、人材登録者の交流や研修会等を開催し、「夢・人・未来塾」事業の拡充に努めま

す。 

⑦ 開催予定の講座・教室・イベントなどの情報や施設利用情報などの生涯学習情報を町

民にきめ細かく提供し、参加促進を図るため広報活動の充実に努めます。 

⑧ 平成 19 年度に本町に新築移転される、福岡県立嘉穂総合高等学校と連携を図り、学

校施設と人材を活用した生涯学習支援の充実に努めます。 
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(3) 生涯学習推進のための諸施設等の整備充実 

① 住民センターや図書館などの既存の施設については、計画的に施設・設備の充実に努

めるとともに、生涯学習ボランティア・図書ボランティア等との連携を強化して管理運

営体制の充実に努めます。 

また、障害者や外国人利用者に対する受入体制の充実に努めます。 

② 各地域公民館施設のほか、町民の身近な施設としての学校や保健福祉関係の施設等も

組み込んだ全町的な生涯学習関連施設の情報ネットワーク化とインターネットを通じた

町民への情報の直接提供システムの確立等について検討し、町民の利便性の向上や各施

設の有効活用に努めます。 



第４章  ふれあい豊かな文化創造のまちづくり 

 28

 

４．２ スポーツ・レクリエーション活動の充実 

［現状と課題］ 

心身ともに健康で充実した生活を送ることは、町民にとっての普遍の大原則であり、体力

つくり・健康づくりに対する関心は、近年、さらに高まってきています。また、スポーツ・

レクリエーション活動は、健康やいきがいといったものだけに留まらず、活動を通じて町民

相互の連携や親睦を高め、豊かな人間性を養うことができるものであり、少年期における異

年齢間の交流や、高齢者にとっての若年層との触れ合いなどは、単なるスポーツ活動とは一

線を画して、その重要性は増すばかりです。 

本町においては、「町民一人、一スポーツ」を目指して、これまで総合体育館を中心とし

た天道スポーツ公園や湯の浦総合キャンプ場等を整備し、これらを拠点として各種スポーツ

教室や大会、レクリエーション活動等を開催しているほか、スポーツクラブやサークル活動

さらにスポーツ少年団等、幅広い年齢層の方々が積極的に活動しており、生涯スポーツの気

運も大きく盛り上がっています。 

「いつでも・どこでも・誰も」が参加できるスポーツ・レクリエーション環境を充実させ

ていくことは、若年層の定住化に大きく貢献し、活力と魅力あるまちづくりには欠かせない

ことです。 

さらに、少子・高齢化する中で、町民のニーズに応えるためには、指導者の育成や近隣の

スポーツ・レクリエーション施設との連携や、ネットワーク化等に努め、さらなる活動機会

の拡充を図るとともに、町民一人ひとりが生涯スポーツとしての活動を行えるように支援し

ていくことが課題となっています。 

［基本方針］ 

健康で心豊かな人づくりを目指し、町民の多様化するニーズに対応できるよう、スポー

ツ・レクリエーション施設の整備・充実を進めるとともに、各年齢層に応じた様々なスポー

ツ・レクリエーション活動やスポーツ交流事業等を推進し、生涯スポーツ活動としての振興

に努めます。 

［主要施策］ 

(1) スポーツ・レクリエーション施設の整備・充実及び管理体制の拡充 

① 既存の施設については、スポーツ機能とレクリエーション機能が調和する、「生涯ス

ポーツ施設」としての機能を果たすことができるよう、利用者の生の声を聞きながら、
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今後とも計画的に施設・設備・備品の充実・整備を図ります。 

② 町民の誰もが気楽に利用できる、身近な広場等の設備の充実支援に努めるため、町民

の身近な施設である小中学校体育施設の地域開放をより一層促進します。 

③ 個人主体の活動意識の高まりに対応し、町内におけるランニング・ウォーキングのモ

デルコースの設定や遊歩道の整備を図ります。 

④ 障害を持つ方にも気軽にスポーツ・レクリエーション活動に参加していただくよう、

施設のさらなるバリアフリー化に努めます。 

⑤ 各施設のより一層の利用促進と効率的管理を目指し、スポーツボランティアの育成・

活用を図り、利用者による自主管理体制の一部導入等、柔軟な施設運営に努めます。 

⑥ 各施設については近隣の各施設との連携、ネットワーク化の確立に努め、多様な町民

のニーズに対応できるよう広域的な施設利用体制の確立を目指します。 

(2) 生涯スポーツの推進とスポーツ交流事業の推進 

① 健康づくり日常化運動の推進を図るため、歩け歩け運動等の健康づくりプログラムの

拡充を、関係課等と連携し、促進します。 

② 生涯及び通年にわたってスポーツに取り組むことができるよう、年齢やライフスタイ

ルに応じた多種多様なスポーツ教室や体力テスト、スポーツ大会等のプログラムの拡充

を図ります。とりわけ、親子や高齢者を対象としたスポーツプログラムの充実に努めま

す。 

③ 全町民を対象としたスポーツ・レクリエーションイベントの開催や、広域的な交流大

会・イベントへの積極的な参加に努めます。また、文化的なイベント等と連携し、町民

が自主的に参加しやすいイベントの実施を図ります。 

(3) スポーツ・レクリエーション指導者の養成と奨励体制の確立 

① 体育協会の設立を図り、行政主体の大会ではなく、民間組織である体育協会主催の大

会を開催し、柔軟な運営や競技方式を確立させるとともに、各種スポーツ・レクリエー

ション団体の自主的な運営を促し、さらなる育成・支援体制の充実に努めます。 

② 体育指導委員のほか、ボランティアによる地域スポーツリーダーの育成・確保を図り、

年齢にかかわらず行えるニュースポーツの普及を目指します。 

(4) 情報提供体制等の充実 

① スポーツ・レクリエーションに関する広報紙やインターネット等を利用した多様な情

報提供体制の充実を図ります。 

② 地域・職場・団体等におけるスポーツ・レクリエーション活動の充実のため、指導・

助言・相談体制の充実を図ります。 

③ 県立スポーツ科学情報センターとの連携を深め、スポーツに関する最新情報を、町民

がいつでもインターネットを通して検索・入手できるシステムの確立に努めます。 
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４．３ 幼児教育・学校教育の充実 

［現状と課題］ 

本町の学校施設は幼稚園 1、小学校 2、中学校 1、学校給食共同調理場 1 が設置されてい

ますが、改修が必要な施設もあり、これらが課題となっています。 

学校教育は、幼年期及び少年期の人格形成の重要な時期であるため、父母の期待と関心は

大きく、今後とも教育内容の充実や国際化、高齢化、情報化や環境問題、人権、男女共同参

画問題等に対応した、学習の充実を図ることが求められています。 

さらに、教育は学校だけで行われるものではないという認識に立って、学校・家庭・地域

が一体となった取り組みが必要であり、桂川町の自然や先人が築き上げた文化を教材化しな

がら、体験的な学習の充実を図り、地域に開かれた教育の推進に一層、努めていく必要があ

ります。 

また、親や児童・生徒を取り巻く環境の変化や、週５日制の完全実施等を踏まえて、保護

者、児童・生徒の相談活動を実施していますが、地域における青少年相談機関との連携を強

化するなど、相談体制・相談活動の一層の充実に努める必要があります。 

現在、本町の幼稚園は３年保育を実施していますが、幼児教育の充実はますます重要にな

っていることから、良好な教育環境を確保し、幼児の心豊かな人間形成を培うため、教育内

容の充実に努めていく必要があります。 

［基本方針］ 

教育改革が進んでいる現状を踏まえて、子どもの個性や能力について十分に配慮し、日常

生活に必要な基礎知識を身につけさせるとともに、生涯学習の基礎を培い、豊かな心を持ち、

たくましく生きる力を養うことを重視し、新しい時代の創造を目指す魅力ある幼児教育・学

校教育を推進します。具体的には、情報化、国際化に対応した教育の推進、さらには、福

祉・ボランティア活動、環境保全を重視した教育を推進する等、家庭や地域との連携を強化

して、教育内容の充実を図ります。 

［主要施策］ 

(1) 学校教育の充実 

① 基礎的基本的内容を重視した教育を進め、分かる喜びを味わえる学習指導に努めます。 

② 時代に対応した教育充実のため、『総合的な学習』の中で、パソコン教育、国際理解

教育、ふるさと・環境教育、ボランティア教育に努めます。 
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③ 個を生かす教育充実のため、自然・社会体験学習を進めて、社会性や表現力の向上に

努めます。 

(2) 健康・体力づくりの推進 

① 健康面から魅力ある給食づくりに取り組み、町の特産品の活用を進め、給食指導や栄

養指導による望ましい食習慣の形成に努めます。 

② 基礎体力や運動能力の向上については、児童・生徒が体育活動の実践を通して、運動

の喜びや楽しみが生涯にわたって実現できるよう、育成に努めます。 

(3) 人権・同和教育の推進 

① 学校や地域社会の実態に即した教育計画を立てて実践活動に努め、差別をしない・差

別を許さない幼児・児童・生徒の育成を図ります。 

② 地域との連携を保ち、地域・家庭・学校が一体となって人権・同和教育の推進を図り

ます。 

(4) 心の教育の推進 

① 現代の子どもたちに生命を尊重する心、人への思いやりや社会性、正義感、感動する

心等、豊かな人間性を育む「心の教育」を重点的に推進します。 

② 小・中学校に心の教育相談員（スクールカウンセラー）を配置し、児童・生徒の悩み、

不安、ストレス等を積極的に受け止め、その問題解決に努めます。 

③ 家庭や地域の青少年相談機関等との連携を強化し、いじめ、児童虐待、問題行動等の

防止及び早期発見に努めます。 

(5) 生徒指導の充実 

道徳教育により、内面的自覚を促し、自らに厳しく、主体的に行動できる心身ともに健

全な児童・生徒の育成に努めます。 

(6) 幼児教育の充実 

幼児教育と義務教育の一貫性の確保や、教職員の指導力・資質向上のため、幼稚園と保

育所、学校との連携強化や研修体制の充実・強化に努めます。 
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４．４ 青少年の健全育成 

［現状と課題］ 

核家族化の進展や地域町民の連帯意識の希薄化を背景に、家庭内及び地域における青少年

に対する教育機能は著しく低下してきています。青少年本人の意識も変化し、諸々の青少年

活動への参加も減少し、個人の趣味や関心を中心としたクラブ活動的なものや、団体活動に

属さない個人的な動きが増える傾向にあります。 

このような社会的背景を踏まえ、青少年が本町の将来の担い手として健全に育成され、そ

の力がまちづくりに十分発揮されるよう、各種関連団体をはじめ、家庭、地域、学校等の緊

密な連携のもとに、青少年を取り巻く環境の浄化や、家庭の教育機能の充実に努める必要が

あります。 

また、地域社会の形成者としての役割と自覚を高めるため、青少年の自主的な地域活動や

社会活動を促進していく必要があります。 

［基本方針］ 

社会環境が急激に変化する中で、青少年の問題行動が多発傾向にあります。青少年が健全

に育成されるよう、家庭、地域、学校が一体となった健全な社会環境づくり体制の充実を図

ります。 

また、子ども会活動やボランティア活動など青少年の自主的な団体活動や社会活動への参

加を通じて、異年齢間交流を促すとともに、指導者の養成を図ります。 

［主要施策］ 

(1) 青少年の非行防止活動の推進 

青少年健全育成関係機関と連携して、非行防止パトロールを実施するとともに、地域ぐ

るみの非行防止活動を展開します。 

(2) 青少年の主体的な社会参加活動の促進 

「桂川町青少年問題協議会」を核にして、家庭、地域、学校が連携し、青少年の自主的

な社会体験活動、社会参加活動を促進します。 
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４．５ 芸術・文化活動の充実 

［現状と課題］ 

今日、心の豊かさを求める傾向が強まり、人々の芸術・文化に対する関心が高まっていま

す。また、芸術や文化は、まちの個性、独自性を生み出す重要な要素であり、まちづくりと

密接にかかわっています。したがって、文化的な環境が整備されなければ、地域は魅力的な

ものとなり得ず、定住性の強化や地域の活性化、あるいは人材の確保といったことも難しく

なってきています。 

こうしたことから、本町においてもこれまで住民センターや地域公民館施設等の活動の一

環として、また、王塚古墳をテーマとして、多様な芸術・文化活動の振興に努めてきました

が、今後とも、町民の間で自主的に取り組まれている芸術・文化活動への一層の支援に努め

る一方、夏まつり桂川や文化祭など、多面的な交流を促す文化イベントの一層の充実や広報

活動の充実、多様な芸術・文化団体等への活動支援、指導者やリーダーの養成の充実等に努

め、他のまちに誇れる芸術・文化風土の醸成に努めていく必要があります。 

［基本方針］ 

地域に根ざした個性豊かな文化の創造を目指し、町民の自主的、主体的な芸術・文化活動

の活発化を図るほか、王塚古墳をテーマとした文化活動の一層の充実、優れた芸術・文化を

鑑賞する機会の拡充などを進め、他のまちにも誇れる桂川町独自の芸術・文化風土の創出に

努めます。 

［主要施策］ 

(1) 芸術・文化活動の推進 

① 町民参画型の芸術文化ワークショップ活動の展開や王塚古墳をテーマとした文化事業

の充実等に努め、町のシンボルとなる魅力的な自主文化事業の創出に努めます。 

② 講演会や演劇公演、クラシック音楽会など優れた芸術・文化に接する機会の拡充に努

め、芸術・文化に対する町民の関心と理解を深めていきます。また、文化祭や夏まつり

桂川などの創作活動成果の発表機会の拡充を図り、本町の芸術・文化風土の全町的な広

がりに努めます。 

③ 市町村合併が進展する中、周辺市町の文化施設等と提携した文化イベント・文化交流

事業の開催等も検討し、広く町外に向け情報発信するよう努めます。 
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(2) 芸術文化団体の育成と指導者の確保 

① 文化連合会の自主的活動を積極的に支援し、団体・サークルの育成・強化に努めます。 

② 王塚太鼓をはじめ、地域の子どもが参加する文化芸術活動を支援し、芸術文化団体の

育成・強化に努めます。 

③ 芸術・文化活動に関する町民ニーズの多様化、高度化、専門化に対応できる優れた指

導者の確保・養成と、各サークル等への派遣紹介体制の確立について広域的連携を図っ

て実現に努めます。 

(3) 広報活動の強化 

各種芸術・文化団体等の活動内容、講演会などについての広報活動の充実に努め、町民

の参加意識の高揚を図ります。 



第４章  ふれあい豊かな文化創造のまちづくり 

 35

 

４．６ 文化財の保存・伝承 

［現状と課題］ 

歴史的文化遺産は、先人たちのまちづくり、産業づくりへの精神を今に伝える貴重な財産

であり、これを保護・保存し、後世に伝えていくことは、現代に生きる私たちの責務です。 

また、文化財保護の目的は、町民が文化財に触れることによって地域社会を理解し、文化

的価値を認識し、地域の文化向上に資することにあります。 

これまでの歴史や伝統を踏まえ、本町には特別史跡「王塚古墳」や福岡県無形民俗文化財

「土師の獅子舞」をはじめ、多くの考古・歴史・民俗関係の文化財があるほか、王塚装飾古

墳館を整備して、これを拠点に各種講座・教室や展覧会を行うなど、文化財の保護・保存、

民俗芸能や習俗については伝承のための活動を積極的に展開しています。 

しかし、現状では、宅地開発や生活様式の変化等に伴い失われていくものも多いことから、

より一層、保護・保存・伝承の強化を図る必要があります。 

また、学校教育や生涯学習との連携を強化して、長い歴史の中で培われてきた郷土の文化

や歴史を体系的に学習し、伝承できる機会を増やすよう努めるとともに、さまざまな分野で、

文化遺産や歴史性・文化性を生かしたまちづくりを進めていくことも大切になっています。 

［基本方針］ 

王塚古墳をはじめとする、これまでの歴史や風土の中で育まれ継承されてきた文化遺産の

調査と、適切な保護・保存・活用を進めます。また、王塚装飾古墳館においては活用面での

充実等を図って、本町の先人たちに関する資料の収集と展示の充実に努め、町民が広く郷土

の歴史や文化について学ぶことのできる機会を増やしていくとともに、貴重な共有財産とし

て後世に伝えるよう努めます。 

［主要施策］ 

(1) 文化遺産の保護・保存と活用の推進 

① 王塚古墳指定地の拡大を図るとともに、それに応じて墳丘の復元等の整備を今後とも

進めます。 

② 文化財の調査と指定の促進に努めます。 

③ 指定文化財については、引き続き保護と保存調査の促進を図ります。 

④ 文化財については、インターネットを使った情報提供や紹介パンフレット等の作成に

より、公開や紹介を計画的に進めるとともに、民俗芸能や習俗については保存・伝承の
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ための方策について検討します。 

⑤ 歴史景観や歴史的建造物については、関係町民の理解と協力のもと、保全・保存に努 

めます。 

(2) 郷土の歴史と生活文化に親しむ活動の推進 

① 文化財保護ボランティア等の協力を得ながら、広く町民を対象に、郷土の歴史と文化

財・史跡への見聞を広げる活動を模索し、その推進を図ります。 

② 文化財の学校教育面での活用の拡充を図ります。 

③ 民俗芸能や習俗等の保存・伝承に努め、必要に応じ、指導者の育成・確保に努めます。 

(3) 王塚装飾古墳館の充実 

① テーマパーク周辺の環境整備や、周辺市町村の観光施設との連携の推進、王塚古墳を

テーマとした交流イベントの充実等に努め、町の活性化のための交流拠点機能の拡充を

図ります。 

② 王塚装飾古墳館をまちづくりに活かせる方法を模索します。
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第５章  緑の快適環境のまちづくり 

 

５．１ 公園・緑地の整備 

［現状と課題］ 

公園や広場は、人と自然が共生し、四季の変化が、心を育む町民の憩いの場であり、世代

間のコミュニケーションを図る場であるとともに、緑と空間を保全し、日常生活に潤いとや

すらぎを与える、環境保全機能や防災機能を担う重要な施設です。 

本町では、これまでに西田清流公園や住宅開発に伴う街区公園等を整備し、町民の憩いの

場として活用されています。さらには既存施設の拡充として、湯の浦総合キャンプ場、王塚

古墳公園、土師スポーツ公園など町内だけではなく町外からの観光交流客も受け入れて、公

園の多様化に努めています。 

今後とも、一層、既存施設の整備充実に努めるとともに、公園整備の目的に照らして、ふ

れあい交流拠点施設として、安全でやすらぐ憩いの場等を町民と連携して、多様で特色ある

公園・緑地の整備充実に努める必要があります。さらには町民参加を促し、全町的に花と緑

のまちづくりを進めていく必要があります。 

［基本方針］ 

ゆとりと潤いのある魅力的な生活空間の確保を目指し、各地区における身近な公園・広場

等の整備を町民連携のもとに進めるとともに、町民主導による維持管理体制の充実、さらに

は町民参加による地域ぐるみの地域緑化に取り組み、全町的に花と緑にあふれるまちづくり

を長期的視点で計画的に進めます。 

［主要施策］ 

(1) 公園・緑地等の整備・改良の推進 

① 王塚古墳周辺及び湯の浦総合キャンプ場から弥山岳に至る一帯をふれあい交流拠点と

位置付け、町外からの観光・交流客誘致の視点も加味して、公園施設の一層の充実や遊

歩道の整備を推進して、楽しくふれあい交流できる場として整備充実に努めます。 

② 児童公園等の既存の公園・緑地・広場については、町民に、より一層利用されるよう

計画的に改良・整備を進めます。 
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(2) 緑化の推進 

① 緑化推進支援制度等の確立を検討し、公共施設、学校、道路のみならず、各民家や工 

場等においても自主的に植栽が進むよう、全町的な緑化促進を図ります。 

② 町民の緑化に対する認識を深めるため、花いっぱい運動の推進等、町民主導の各種緑 

化促進事業の展開をします。 

(3) 維持・管理体制の充実 

公園機能を一層有効に発揮させるため、町民主導による維持・管理・運営体制の推進に

努めます。 
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５．２ ふるさと景観の形成と環境保全活動の推進 

［現状と課題］ 

自然や人、建築物の造形等から醸し出される潤いのある快適な地域景観は、町民の共通の

財産であるという認識のもとに、本町ではこれまでにも環境保全・美化活動に努めてきまし

た。しかし、今後とも由緒ある社寺や王塚古墳のたたずまいや農村田園景観などのふるさと

景観の保全、現在から未来への桂川町を象徴する建造物の創造等により景観整備を進め、桂

川町らしいまちづくりに積極的に取り組んでいく必要があります。 

また、環境・公害問題については、近年、生活排水などによる河川の汚濁の進行、さらに

はごみの不法投棄や空き缶・空きビンの投げ捨てなどさまざまな生活型の環境・公害問題が

顕在化してきています。 

こうした身近な環境・公害問題に加え、近年、地球的規模での環境問題が大きく取り上げ

られています。このため、今後とも環境保全・公害防止に向けて監視・指導体制の強化に努

めるとともに、町民の環境保全・公害防止意識の一層の高揚を図り、地域一体となって公害

のない快適な、人にやさしい環境づくりに取り組む必要があります。 

［基本方針］ 

人の心に潤いとやすらぎを与える美しい環境を維持し、次代に残すため、環境保全意識の

高揚を図るとともに景観づくりや環境美化運動などの地域活動を支援し、桂川町にふさわし

い景観づくりに努めます。 

また、町民の環境保全・公害防止意識の高揚や監視・指導体制の強化などにより、公害の

未然防止や現存する自然の保護・保全に努めるとともに自然の回復に向けた自然環境保全対

策を推進します。 

［主要施策］ 

(1) 環境を重視した循環型社会づくりのための基本方針の確立 

① 町民の環境問題に対する意識の高まりに応えるため、「環境基本計画」（仮称）を策定

し、これに基づき地域ぐるみで循環型社会の形成を図る視点に立って、長期的で総合的

かつ計画的に環境施策に取り組みます。 

② 環境重視のまちづくりを進めるための先導事業に向けて町役場として、ISO14001 の

認証取得に向け努力します。 
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(2) 桂川町らしいふるさと景観づくり・環境美化運動の促進 

① 公共施設や道路整備に当たっては、桂川町らしいデザインを検討し、ふるさと景観の

形成に寄与するよう努めます。 

② 町民による主体的な景観づくり運動、環境美化運動等を積極的に支援し、その普及・

拡大に努めます。 

(3) 自然環境保全活動の充実 

① 王塚古墳周辺を歴史景観保全地区として、地区町民の協力を得て景観保全に努め、本

町のシンボル地区となるよう整備を図ります。 

② 自然をできるだけ維持・保全するための支援制度の確立について検討し、地権者や関

係機関に働きかけて地域ぐるみで自然環境の保全に努めます。 

③ 公園・緑地等の整備に当たっては、自然をできるだけ残し、自然と親しむ場を多く設

け、自然とふれあい、自然の中で生活する楽しさの回復に努めます。 

(4) 環境・公害監視体制の強化 

水質の汚濁、大気汚染、悪臭など予想される環境・公害問題について、県等関係機関と

の協力のもと、町民が安心できる調査・監視体制を強化することにより、環境悪化や公害

発生の予防に努めます。 

(5) 公害防止対策の強化 

① 町民の日常生活から発生する生活型公害の防止を図るため、町民の意識啓発のための

ＰＲ活動に努めます。 

② 水質汚濁の主因ともなっている家庭雑排水の浄化対策として、合併処理浄化槽の設置

拡充等に努めます。 

③ 事業所等との公害防止協定の締結や公害防止施設の整備要請など、適切な指導に努め

ます。 



第５章  緑の快適環境のまちづくり 

 41

 

５．３ 上・下水道の整備 

［現状と課題］ 

本町の上水道は、１日最大給水量 6,300 ㎥の施設能力を有し、普及率 97.0％の状況であ

り、当面の水需要には対応できるが、今後の人口増や渇水時への対応を考慮すると、平成

20 年度までには、新たな水源確保等を行い、１日最大給水量を 6,500 ㎥に増量する等の第

5 次拡張事業を実施するとともに、有収率向上のために老朽化した配水管及び施設の整備

を図っていく必要があります。 

一方、今日下水道処理施設は、健康で快適な生活環境の確保と公共用水域の水質保全を

図るために不可欠な施設となっています。 

町民の早期の下水道処理施設整備に対する期待も大きく、今後とも合併処理浄化槽設置

整備事業の促進等を計画的に進め、生活雑排水の河川への流入を断ちきり、きれいな環境

をとり戻すことが求められています。 

［基本方針］ 

町民の生活水準の向上や産業の発展などにより、増大する水需要に対処するため、水源

の確保や老朽施設の改良等を計画的に推進し、良質な水の安定供給に努めます。 

また、衛生的で近代的な町民生活の確保と公共水域の清らかな水環境を守るため、計画

的かつ効果的な下水道処理施設整備、排水処理施設整備を図ります。 

［主要施策］ 

(1) 全町域への水道普及の促進 

① 上水道については、土師地内に確保している水源の有効活用を図って、将来的に必要

な水需要容量を確保するため第５次拡張事業を実施し、安全で、おいしく、きれいな水

の安定供給を図ります。 

② 老朽管の布設替えや地震などの災害時においても、飲料水が確保できるよう、水道施

設の耐震化等について計画的に進めます。 

(2)全町下水道整備の促進 

① 全町的な下水道整備方針に基づき、町民への理解・啓発活動の充実を図りつつ合併処

理浄化槽設置整備事業等により下水道・排水処理施設の整備と水洗化普及促進に努めま

す。 

② 単独（し尿だけの）処理浄化槽の改善の啓発活動を推進します。 
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５．４ 環境衛生とリサイクル対策の充実 

［現状と課題］ 

本町はごみ処理、し尿処理、火葬については、飯塚市・桂川町衛生施設組合を組織し対応

していますが、このうちごみ処理については一般廃棄物の排出量は増加する一方であり、有

料指定袋制の導入等により減量化を図っていますが、新たな最終処分場の確保が緊要の課題

となっています。 

このような状況の中、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（容器

包装リサイクル法）に対応したよりきめ細やかな分別収集の実施も今後の課題となっていま

す。家庭から排出されるごみの内、容器包装廃棄物が６０％を占めているとされており、今

後一層ごみの減量化とともに、分別収集の徹底による資源としての再利用を推進していく必

要があります。 

また、粗大ごみ等の不法投棄が近年増加しており、パトロール体制の充実など対応策の確

立が急務となっています。 

［基本方針］ 

ごみ、し尿の収集体制や処理施設の整備充実を広域的連携の下に進め、適正な処理を促進

すると同時に、ごみの減量化やリサイクル運動等を通じて町民一人ひとりの再資源化意識の

高揚を図って全町的な視点で環境衛生対策に取り組み、衛生的なまちづくりを進めます。ま

た、ごみの不法投棄の防止に努めます。 

［主要施策］ 

(1) ごみの適正処理の推進 

① ごみの排出量の増大やダイオキシン排出基準等に対応した適正処理が進められるよう、

今後とも広域的連携を図って処理施設や処分場の整備・充実に努めます。 

② 今後のごみの排出動向に的確に対応するとともに容器包装リサイクル等への適切な対

応を図るため、町民の協力体制の確立等を推進し、収集・分別排出体制の充実や選別等

中間処理体制の確立に努めます。 

③ ごみの不法投棄の防止を図るため、町民のきめ細かい目くばりによる通報や不法投棄

監視員体制の確立、県・警察との連携強化等を図って、迅速な監視・指導体制の充実に

努めます。 
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(2) ごみの減量化、再資源化の推進 

① 省資源循環型社会の構築を目指し、日頃の暮らしを見直した「エコライフ」の実践へ

の啓発と環境への負荷が少ない商品を優先的に購入する「グリーン購入」、生ごみの土

壌還元化の推進等によって、ごみの減量化・再資源化に努めます。 

② 環境にやさしい事業所「グリーンオフィス」やリサイクル推進協力店「エコショッ

プ」などへの取り組みを促し、事業系ごみ対策に努めます。 

③ ごみの減量化やリサイクルに対する町民への広報・啓発活動を充実し、意識の高揚を

促進するとともに、廃棄物減量等推進協議会の設立等を図ってごみ減量運動、リサイク

ル運動の拡充に努めます。 

(3) し尿の適正処理の推進 

下水道事業との整合性に留意しながら、今後とも広域的なし尿処理体制のもと、適正な

処理を推進します。
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第６章  安全で利便性の高いまちづくり 

 

６．１ 調和のとれた土地利用の推進 

［現状と課題］ 

本町の行政区域は、東西 4 ㎞、南北 8 ㎞に及び、総面積は 20.07k ㎡となっています。土

地利用の現状は、町土のおよそ 30％を山林が占め、耕地が 24％程度、宅地が 13％となって

いますが、かつての炭鉱住宅街と新興住宅地、農地等が複雑に入り込んでいて、秩序ある土

地利用の具体的な方策が必要となっています。 

また、農業従事者の減少や高齢化等により、農用地の管理水準が低下し、有効利用されて

いない農地が多くみられる中、遊休農地や耕作放棄地の増加等が大きな課題となっています。 

さらに、近年、快適で潤いを求める町民ニーズの高まりや、都市的基盤整備ニーズの高ま

りなど、土地利用に対する町民ニーズ、社会的要望は大きく変化してきています。また、無

計画な民間開発事業もみられており、危惧すべき状況にあります。 

今後は、こうした町民ニーズの変化や周辺開発動向等を十分に認識し、基本構想に掲げた

「土地利用の基本方向」に即した計画的なまちづくりを進めるため、長期的視点に立って、

調和のとれた土地利用の実現に努める必要があります。 

［基本方針］ 

町民の貴重な財産である限られた土地を有効に活用し、豊かな自然環境、社会環境等との

調和の中で、町民生活の安全性、利便性、快適性がより確保された個性あるまちづくりを進

めるため、本計画の基本構想に掲げた「土地利用の基本方向」に即して、総合的かつ計画的

な土地利用を推進します。 

［主要施策］ 

(1) 適正かつ合理的な土地利用計画の推進 

① 自然環境、社会環境及び歴史的風土の保全に配慮しつつ、適正かつ合理的な土地利用

の推進を図っていきます。 

② 農業振興地域の整備に関する法律に基づく、農業振興地域整備計画における農用地の

変更等についても、計画改定時等に合わせて再調整、再検討などを進めます。 
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(2) 調和のとれた土地利用への誘導 

緑豊かな自然環境の保全を図りつつ、都市的土地利用と農村的土地利用との適正な調和

や、良好な中心地形成等を進めるために、快適な環境づくりの視点から、利用区分に応じ

た土地利用への誘導の促進に努めます。 

(3) 地籍調査結果の活用促進 

土地の利用に関するあらゆる計画の基盤となる地籍調査を、今後も計画的に推進すると

ともに、その成果の活用を図るため、土地データの情報化等を図ります。 
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６．２ 市街地の整備 

［現状と課題］ 

本町は、町民が快適で潤いのある生活を営むための都市基盤整備面での遅れが顕著です。

特に、魅力ある市街地形成の条件である下水道等の社会資本の充実、さらには商業機能の集

積の面で遅れが顕著です。 

市街地は、町民が買い物や会食・会合などいろいろな目的をもって集い、ふれあう場であ

り、町としての求心力や若年層の定着化を促すための不可欠な機能です。 

本町では、これまでツインコア構想のもと、役場周辺を中心に図書館、福祉センター、学

校給食共同調理場等公共サービス施設を整備してきました。しかし、桂川駅周辺開発につい

ては、昭和 58 年から積極的に協議してきましたが、事業に伴う土地の減歩率、事業費等の

捻出が大きな障害となり、開発計画の推進が難しい状況であります。 

しかし、桂川駅は平成 13 年 10 月の JR 篠栗線・筑豊本線の電化事業に伴う乗降客の増加

により、筑豊地域の玄関口としての役割が増大し、今まで以上整備に努める必要があります。 

今後とも、本町の中心市街地としての形成を進めるため、都市計画に関する基本方針を定

めて長期的視点で計画的に商業集積や公益施設、住宅の配置等に努める必要があります。 

市街地の形成は、多数の町民の権利関係に各種の影響を及ぼしていくことから、町民の主

体的参画を図っていくことが不可欠であり、関係町民の参加と協力のもと、合意を得ながら

事業推進に努める必要があります。 

［基本方針］ 

桂川駅周辺及び役場周辺地区一帯を、本町における中心市街地の形成を図る地区と定め、

都市基盤整備の促進や商業機能の集積誘導、住宅開発の誘導、さらには地域に適合した効果

的な市街地整備事業等の導入・推進等を図って、快適で潤いのある、活気に満ちた中心市街

地の形成に努めます。 

［主要施策］ 

(1) 都市計画に関する基本方針の確立 

本町のまちづくりの具体性ある将来ビジョンを確立し、地域別のあるべき市街地像や整

備方針を定め、これに基づき長期的かつ計画的に、市街地整備に取り組みます。 

(2) 桂川駅周辺地区の整備 

桂川駅周辺については、広域交流拠点地区の形成を目的として地域町民等との協議及び、
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合意形成のもと、土地区画整理事業等の適切な都市基盤整備事業の導入・推進等により、

魅力ある新市街地の形成に努めます。 

(3) 都市計画道路の整備 

都市計画道路７路線のうち、特にツインコア構想を図る視点で、桂川駅と役場と県立嘉

穂総合高等学校を結ぶ都市計画道路を、最優先課題として整備を検討します。 
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６．３ 道路・交通網の整備 

［現状と課題］ 

道路は産業活動や町民の日常的な移動を支える基盤ですが、水道・電気や電話等の施設と

も密接な関係にあり、災害時は避難路や防災空間になるとともに町の景観にも関連する重要

な骨格施設です。 

本町の道路網は、幹線道路である国道 200 号とこれらに接続する県道や町道・農道・林道

等から成り立っています。 

１、２級町道においては改良率、舗装率とも比較的に順調な整備が進められているところ

ですが、本町の地勢からみて条件の悪いその他町道の路線数も多く、地域町民の生活環境の

改善からも計画的な改良が望まれるところとなっています。また、１、２級町道においても、

小中学校の通学路あるいは地域町民の密接な生活道路として歩行者等の安全確保を図るため、

自歩道の整備等が求められています。 

さらに、近年、道路の景観形成やバリアフリー化等を求める“ゆとりのある道路づくり”

に対する町民ニーズの高まりもみられることから、効果的な事業推進方策の確立が必要とな

っています。 

また、本町における公共交通機関としてＪＲ篠栗線・筑豊本線と生活路線バスについては、

広域的連携を図って今後とも運行の充実を関係機関に働きかけるとともに駅舎の橋上化等を

図って広域的な交通結節拠点機能の確立に努める必要があります。 

［基本方針］ 

広域交通網の整備方針等を踏まえた上で、なお一層便利で安全な町民生活と円滑な産業活

動を確保し、地域間相互の有機的連携を強化するため、幹線道路や生活道路について計画的

な整備を図ります。 

さらに、町民福祉の向上、筑豊地区の玄関にふさわしい交通拠点機能を確保するためにも

ＪＲ篠栗線・筑豊本線及びバス便の充実・確保に努めます。 

［主要施策］ 

(1) 幹線道路の整備 

① 国道 200 号及び県道については、未改良地区の改良整備や景観形成を関係機関に積極

的に働きかけていくとともに、県道穂波・嘉穂線へのバイパス新設及び県立嘉穂総合高

校へのアクセスする道路新設の促進を図っていきます。 
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② 国・県道や町の中心市街地等にアクセスする幹線町道については、重点的に改良整備 

を進めます。特に、桂川駅へのアクセス道路網の改良整備の促進を図ります。 

③ 町内の各幹線道路については、地域に適合した愛称をつけ、それにふさわしい景観形

成を図ることなど検討し、町民にとって身近に感じることができる“ゆとりのある道路

づくり”に努めます。また、歩道の段差解消などバリアフリー化を計画的に進めます。 

(2) 生活道路の整備推進 

① 集落内・集落間町道などの生活道路については、良好な道路空間の維持管理に努める

とともに、特に１、２級町道を中心とした未改良道路の改良・舗装、通学路にあっては

歩車道の分離等を計画的に進めます。 

② 交通量の増加に対応して、道路交通標識の設置、交差点の改良、防護柵の設置などの

安全対策を計画的に進めます。 

③ 農道、林道についても各種事業制度の活用により整備を進めていきます。 

(3) 公共交通の利便性の向上 

路線バスについて運行の充実を関係機関に働きかけるとともに、町内循環バスの運行の

充実に努めます。 



第６章  安全で利便性の高いまちづくり 

 50

 

６．４ 住宅対策の充実 

［現状と課題］ 

本町の公営住宅は、現在までに 15 団地、653 戸（町営住宅 10 団地、356 戸、改良住宅 2

団地 77 戸・県営住宅 3 団地、220 戸）を整備していますが、そのうちの、昭和 45 年度以前

に建設された木造住宅 152 戸の老朽化が進んで補修対策に追われています。 

今後は木造住宅の建替えや下排水路の整備などが必要となっており、町営住宅に対する抜

本的な整備方針を早急に確立する必要があります。 

一方で若年層を中心とした定住促進を図るための住宅整備や高齢化の進展に対応した高齢

者・障害者に配慮したバリアフリー住宅の整備等も町民に強く求められるところとなってい

ます。 

このため、住宅需要の動向を適確に踏まえ、町全体の秩序ある土地利用が図られるよう、

民間開発の適正な誘導や公営住宅の改良整備、さらには積極的な宅地造成・販売事業の推進

等に努めながら、低廉で良好なまとまりのある住宅地の供給に取り組むとともに、既成住宅

地を含めて総合的な住環境の向上を図っていく必要があります。 

［基本方針］ 

公営住宅の改良整備や宅地造成・販売事業の推進、さらには民間活力の導入等を図って、

良好な宅地・住宅の供給促進を図るとともに、若年層の町内定住の促進や高齢化の進行への

対応など、時代変化に即応した住宅施策について検討を進め、総合的な居住環境の向上に努

めて定住人口の着実な増加を目指します。 

［主要施策］ 

(1) 公営住宅の総合的活用方針の確立 

本町における公営住宅政策の基本となる「公営住宅ストック総合活用計画」に基づき計

画の促進等に努めます。 

(2) 公営住宅の整備 

① 総合計画等に基づき計画的に公営住宅の改良整備に取り組みます。その際、若年層の

定住を図る視点に加えて高齢者や障害者向けなど福祉的視点も加味し、多様化した町民

ニーズに対応できる住宅の整備に努めます。 

② また、下排水路の整備や適正な管理運営の推進等を図って居住環境の向上に努めます。 
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(3) 宅地造成・販売事業の推進 

① 住宅需要の動向を見極めつつ、旭ヶ丘住宅団地の販売を推進します。 

② 団地造成に伴う取付道路の整備、路線バスの誘導、公共施設の誘致等を進め、造成地

の完売を図ります。 

(4) 住み良い住居環境づくりの推進 

① 新たな民間による住宅地整備等に際しては、住み良い住居環境を確保するため、開発

に当たっての適切な指導・誘導に努めます。 

② 既成住宅地等については、環境改善の促進や緑化の推進等に努めます。 
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６．５ 情報通信基盤の整備 

［現状と課題］ 

国の「電子政府」の推進と相まって、通信ネットワークのデジタル統合化など、高度情報

通信網の整備やＩＴ関連事業が全国的に活発に進められるとともに、デジタル衛星放送、イ

ンターネット、ＣＡＴＶなども生活に身近なものとなりました。同時に、家電を利用したイ

ンターネット時代も到来しています。今後、情報化は確実に進み、さらに高度情報化へ進展

し、その影響は産業経済面から家庭生活面に至るまで社会のあらゆる分野に及んでいます。 

こうした状況下で、情報発信能力、受信能力などの地域間格差（デジタルデバイト)が広

がりつつあることも指摘されており、情報化は地域振興にとっても大きな課題となってきて

います。 

本町においても電子自治体に対応すべく、行政事務の電算化や健康管理面、公共施設間の

光ファイバー網、防災面等の各種の情報通信システムを整備してきましたが、全職員へのパ

ソコン配置や庁内ＬＡＮの構築など、多くの分野で情報通信手段の整備や高度化が課題とな

っています。 

また、「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」情報を利用できるネットワーク環境を目

指す「Ｕ－Ｊａｐａｎ」（ユビキタス・ジャパン）戦略の下、電子申請や電子申告といった

電子政府・電子自治体の推進が国の指針で示されました。これらの動きにも対応できるよう、

本町としても情報化のさらなる整備が急がれるところです。 

一方で、情報通信技術を利用した質の高い住民サービスを提供していくためには、絶えず

業務・システムの最適化に取り組んでいく必要がありますが、本町のような小さな自治体に

とって、システム開発に伴う新たな投資は財政上厳しい現状となっています。同時に、限ら

れた人員のなかで、住民サービスを推進・向上させていくために、情報化社会に対応できる

人材の育成や、スキルの向上も課題となっています。 

［基本方針］ 

電子自治体を推進していくため、情報通信技術を利用した質の高い行政サービスを提供し

ていくとともに、住民生活の利便性の向上と町の活性化を図っていきます。 

高度情報化に対応した地域づくりについて検討していくとともに、広域的連携を図るため、

情報通信基盤の計画的な整備・活用や、情報化に関する町民の意識啓発、情報化教育の充実

等に努めます。 
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［主要施策］ 

(1) 高度情報化社会への対応 

① 高度情報化社会における個人情報の保護に留意しつつ、公正で開かれた町政を推進す

るため、住民にわかりやすい情報の公開・提供を推進します。 

② 申請・届出等の行政手続きについて、オンライン化・ワンストップ化を推進していく

ため、必要となる住民の本人確認について、電子自治体の共通基盤である公的個人認証

サービスの利活用を図っていきます。 

③ 高度情報化に対応する業務・システムの最適化について、ふくおか電子自治体共同利

用センター等を活用することにより、経費の低減及び業務の合理化を図っていきます。 

④ 住民の利便性の向上を図るとともに、行政事務の効率化を推進するため、住民基本台

帳ネットワークシステムの利活用を促進します。また、住民基本台帳カードについて、

多目的利用の促進を図り、その普及に努めます。 

⑤ 情報スキルの習得等、高度情報化に対応できる職員の育成を図ります。 

(2) 情報化教育・啓発などの推進 

① 広報活動の充実のほか、学校教育、生涯学習の場等を活用し、情報化に対する町民の

意識啓発やスキルの習得に努めていきます。 

② 学校教育や生涯学習などにおける情報技術の習得、情報関連講座の充実など、情報化

に対応した教育の実施・充実を進め、情報活用能力の向上に努めます。 
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６．６ 防災対策、消防・救急体制の充実 

［現状と課題］ 

本町は、平成 15 年の水害や、阪神・淡路大震災、福岡県西方沖地震を教訓として、町民

生活の安全性を確保するため、大規模災害に備え施設・設備の充実及び啓発活動を含めた体

制の見直しが緊急の課題となっています。 

このため、本町における防災に対しての現状を再点検し、飯塚市と嘉麻市と共同で取り組

んでいく桂川町地域防災計画の適宜見直し等を行い、防災対策に万全を期す必要があります。 

また、浸水地域や危険箇所の解消を図るため水路や河川・ため池の改修等についても計画

的に進めていくことが求められています。 

さらに、本町の消防については、飯塚市と嘉麻市で組織されている飯塚地区消防組合によ

る常備消防体制と桂川町消防団とによって構成されていますが、特に、消防団にあっては団

員の確保及び就業構造の変化に伴い、昼間の消防力の低下が懸念される状況にあり、活性化

を図る必要があります。また、大規模災害発生時に備えて、消防及び救急救助体制の強化に

ついて、広域的な検討を加えていくことも求められています。今後、防災無線の充実や防火

水槽・消火栓の計画的な増設、水道本管の耐震性の向上等について検討を加えていく必要が

あります。 

一方、救急の面では、救急医療体制や救急救命体制の一層の充実に努めていくことが重要

なこととなっています。 

また、今後の高齢化・核家族化の進行に伴い、ひとり暮らし老人や寝たきり老人子どもな

ど災害弱者の増加が見込まれ、非常時の迅速な通報、救助のあり方について、福祉行政など

関係部門との連携のもとに検討を進めていくことが必要となっています。 

［基本方針］ 

町民の生命・財産を守ることは行政の基本的な責務の一つであり、災害時の初動体制の確

立や自主防災組織の設立等による地域ぐるみの総合的な地域防災システムづくりに努めます。 

また、消防団体制の充実と広域的連携のもとの常備消防体制の充実等により、消防・救

急・救命活動の一層の高度化・充実に努めます。 

［主要施策］ 

(1) 桂川町地域防災計画内容の普及啓発と初動体制の確立 

① 職員の防災体制を確立するとともに、広く一般町民に防災計画の内容についての普 
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及啓発活動を強化します。 

② 大規模災害時等における職員初動体制及び全町的かつ広域的な初動体制の確立を図り 

ます。 

(2) 自主防災組織の育成と災害に強いまちづくりの推進 

① 各地域の町民による防災活動を効果的に行うため、自主防災組織を育成・強化します。 

② 災害時においては、関係機関と連絡をとり、住民への速やかな広報周知を図るため、

防災無線等の緊急通信施設の整備充実を図ります。 

③ 災害時に備え、水防等資材、非常用食糧・毛布等の計画的な備蓄を図るための備蓄用

倉庫の整備、及び災害時のライフラインの復旧体制の確立等について関係機関と協議し

て検討を進めます。 

④ 公共建物の耐震・耐火診断により、適切な改善・補強を行うとともに、民間の建築物

についても安全対策の指導に努めます。 

(3)治山・治水事業等の推進 

① 急傾斜地崩壊防止対策事業等の推進により、がけ崩れ危険地域の解消に努めます。 

② 洪水の危険性のある河川については、河川の河床整備促進等を関係機関に働きかけて

いきます。 

③ 老朽化したため池の改修を関係者と協議しながら進めます。 

(4) 消防体制の充実 

① 広域的連携により常備消防体制の充実を図ります。また、飯塚地区消防組合の施設の

充実を図ります。 

② 林野火災等への対応のため、消防機材を山間部に搬入できる小型車輌の確保や、消火

栓・防火用水の整備充実等消防水利の拡充を図ります。 

③ 町内に職場を持つ若い消防団員の確保等により、地元消防団組織の強化充実を図りま

す。 

④ 災害時に備えた、消防機材の近代化を図ります。 

(5) 防火・防災意識の高揚 

防火・防災に関する講習会や避難活動等の応急対策が取れるよう、地域ぐるみの防災訓

練などを実施し、町民の防火・防災意識の高揚と防火管理体制の充実強化を促進します。 

(6) 救急・救命体制の充実 

① 広域的連携により救急・救命体制の充実・高度化を図ります。 

② 老人夫婦世帯、ひとり暮らし老人世帯あるいは寝たきり老人、障害者など災害弱者の

増加に対応し、身近な人達が助け合える自主防災組織への積極的な参加、関係機関団体

等との連携を強化し、緊急時の対応体制の充実に努めます。 

③ 一般町民を対象に、心肺蘇生法等の応急措置の指導等を行う体験イベント等の実施を
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検討し、救急・救命に対する町民意識の啓発と必要知識・応急措置方法の普及に努めま

す。 
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６．７ 交通安全・防犯対策・消費者対策の充実 

［現状と課題］ 

近年における自動車の急激な普及は、道路網の整備とも相まって、私たちの生活に大きな

便益をもたらしましたが、近年若年運転者などによる交通事故や、子ども・高齢者など交通

弱者の事故増加を引き起こしています。 

このような交通情勢に対応するため、各種交通安全施設の整備と町民の交通安全意識の普

及・啓発に努めながら、今後、交通安全対策全般にわたって、総合的な施策を積極的に展開

する必要があります。 

また、核家族化や都市化の進展等に伴い、地域社会の連帯感が希薄化し、犯罪や青少年の

非行が発生しやすくなっている傾向もみられるため、町民と関係機関が一体となり、防犯活

動の推進や環境浄化に努めるなど、防犯対策の充実・強化を図る必要があります。 

さらに、生産技術の進歩や経済の成長によって、物質面での消費生活が豊かになり、商品

やサービスの高度化・多様化が進み、販売方法が複雑化し、高齢者等の消費者被害や消費者

の安全・利益を害するトラブルなどが発生してきています。 

このような背景を踏まえ、国において製造物責任法を成立するなどの対策がみられますが、

よい商品を合理的に選択したり、悪質商法の被害に遭わないためには、消費者自身が知識習

得に努め、自主的判断力を養う必要があり、賢く自立する消費者となることが大切です。 

今後はより一層幅広く町民を対象に消費者に必要な知識を習得するため、適切な消費者情

報を提供するよう努める必要があります。 

［基本方針］ 

歩行者や自転車利用者などが安全に通行できる町を目指し、町民の交通安全意識の高揚を

促すとともに交通安全施設の充実を図って、交通事故の起きない環境づくりを進めます。ま

た、町民の防犯意識の高揚や防犯施設の整備などを進め、犯罪のない明るく住みよいまちづ

くりに努めます。さらに、町民が不当な商行為により契約トラブルに巻き込まれることのな

いよう、情報を提供し、「消費者」としての自覚を促し、各種商行為、契約、消費者問題全

般の基礎的知識と意識の向上等を図ります。 

［主要施策］ 

(1) 交通安全施設の整備拡充 

① 交通量の増加に対応した道路整備を進めるほか、交差点等の危険箇所についてはカー
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ブミラー、ガードレール、道路照明、視線誘導、速度抑制対策等交通安全施設の計画的

な整備を進めます。 

② 通学路については歩行者・自転車利用者の保護のための交通安全帯の確保に努めると

ともに、幹線道路については歩車道分離、歩道の整備等を計画的に進めます。 

③ 点字ブロック、歩道段差解消など、障害者や高齢者等の交通弱者が活動しやすい道路

環境整備を計画的に進めます。 

(2) 交通安全意識の高揚 

交通安全協会との連携強化や交通安全指導員の育成に努めるとともに、保育所・幼稚園、

小・中学校、職場、老人クラブ等における交通安全思想の普及や全町民を対象とした交通

安全関連イベントや参加体験型実践型教育を計画的に実施し、安全意識の高揚を図ります。 

(3) 防犯対策の充実・強化 

① 町民の防犯意識の高揚を図るため、広報啓発活動や自主防犯活動団体の育成支援を強

化し、町民と一体となった地域対策を推進します。 

② 犯罪の未然防止のため、街路灯などの施設を計画的に整備充実します。 

(4) 消費生活相談体制の確立と消費者知識と意識の啓発 

① 消費生活センターとの連携等により、多様化・複雑化する契約トラブルへの対応や、

相談機能の充実に努めます。 

② 消費生活に関する知識の向上や、詐偽まがいの商法に騙されないよう、特に高齢者に

ついては、各種団体を通じ消費者教育の充実を図るとともに、広報等で消費生活情報を

提供することにより、消費者の自己防衛力を高めることに努めます。
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第７章 活力ある産業のまちづくり 

 

７．１ 農業の振興 

［現状と課題］ 

農業・農村における担い手の減少や高齢化、遊休・耕作放棄地の増加など担い手や農地利

用をめぐる状況が大きく変化する中で、構造改革の推進による農業・農村の再構築が喫緊の

課題となっています。また、米の消費量の低下が米価下落に拍車をかけ、自己完結型農業で

は、「投資に見合う、収入の確保」が困難な状況にあります。 

平成 16 年度から開始された水田農業構造改革対策では、農用地の荒廃を止め、安定的で

効率的な農業経営体を育成するために「担い手」（認定農業者や集落型経営体）に重点化し

た政策により、地域の担い手へ農用地の集積を行い、食料自給率の向上と他産業並みの所得

を確保していくための政策に転換されました。 

このため、農業経営改善計画に基づく認定農業者への農地の集積や、支援借置の集中的か

つ重点的実施を進め、規模拡大耕種農家や施設園芸農家、畜産農家等による担い手の育成を

図るよう努めています。 

また、生産コストの削減、高齢農業者の活動並びに女性の参画を促進するために、集落型

経営体を推進しています。 

さらに、中山間地にあっては、農業経営の効率化と森林の公益的機能の維持を図るため、

森林機能の有効活用を進める必要があります。 

平成 17 年 7 月に食育基本法が施行され、環境と調和のとれた食料の生産及び消費の推進

並びに食料自給率の向上に寄与することが期待されています。 

［基本方針］ 

平成 16 年度から開始された水田農業構造改革により、地域の「担い手」の明確化やその

稲作経営の安定を図るための施策の導入等の取組みが開始されています。 

こうした取組みも踏まえながら、構造改革の加速化を進める観点に立って、地域農業の再

編の取組みを推進するとともに、水田にかかわる生態系保全や、水田排水の水質浄化を考え

た整備に努めます。 
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［主要施策］ 

(1) 農業経営基盤強化の促進と「担い手」への支援の強化 

① 農業経営基盤強化に関する基本構想の具体的かつ効果的な実践のあり方を検討し、計

画的な活動を展開します。 

② 経営改善支援センター体制の充実等を図って、望ましい「担い手」育成のために相談

活動、研修会、広報活動等の推進を図ります。 

③ 効率的かつ安定的な農業経営体の育成を図るため、農用地利用調整活動等を実施し、

「担い手」に農地の利用集積を図ります。 

④ 農業経営への女性の参画促進を支援し、担い手としての女性農業者の育成に努めます。 

(2) 高収益作目・作型の導入・地産地消の推進 

① 周年栽培、高品質生産のための施設栽培の推進に努めます。 

② 環境保全型農業の推進に努めます。 

③ 有利販売のための販売戦略の構築等の支援に努めます 

④ 農協等の農業関連団体との連携を強化し、高収益作目（栽培する作物の銘柄・品

種）・作型（作物の作り方）の産地化を図るための試験栽培の実施及び生産技術の高度

化等に努めます。 

⑤ 関係各課並びに関係団体と連携しながら、地産地消の推進に努めます。 

(3) 農業生産基盤の整備 

「担い手」によるメリットを生かした高生産性農業が展開できるよう、農業農村整備事

業をさらに推進し、整備を通じた土地の利用集積やブロックローテーションの導入を促進

します。 

(4) 森林機能の有効活用及び農産加工・観光農業等の推進 

① 中山間地にあっては、緑豊かな森林資源を生かした農村公園等を整備し、森林機能の

有効活用を図ります。 

② 加工施設の整備や農産加工グループ等の育成を図って地元農産物加工品等の開発に努

めるとともに、直売所やふるさと小包の充実など有利販売のための流通ネットワークづ

くりに努めます。 

③ 市民農園の整備や農産品オーナー制度の推進に努めます。 



第７章  活力ある産業のまちづくり 

 61

 

７．２ 商工業の振興 

［現状と課題］ 

企業誘致の推進等により、一時期事業所数は増加しましたが、長引く経済の低迷化に伴い、

倒産・規模縮小に追い込まれる企業も少なくありません。工業の発展は、地域経済の活性化、

振興の柱です。特に、平成 19 年度「福岡県立嘉穂総合高等学校」の開校（ＩＣから農業ま

でを就学した若者の存在）は後継者の育成、若者の定住化の可能性を広げるものです。 

今後とも企業支援制度の確立、既存企業の体質強化を図り、就業機会の拡充、町民所得の

向上に努める必要があります。 

商業については、未だ、まとまった商店街は形成されておらず、県道桂川・下秋月線及び

国道 200 号沿いに、食料品・日用品小売等の小規模店舗の集積が見られるのみです。既存の

商店においては、大型店舗や 24 時間営業のコンビニエンスストアーの出現・後継者不足に

よる老年化等厳しい状況下にあり、年々減少が見られます。近隣市町においては、大型店

舗・農産物直売所が次々に出店し、本町の購買力は流出し続けております。 

今後は、既存商店の保守と共に、町民のニーズにきめ細やかに対応する中小企業の育成、

住民の集う商店街の形成、魅力ある商業機能の集積等に取り組む必要があります。 

［基本方針］ 

地域経済の活性化や後継者育成、若者の定着等を図るため、これからも企業活動への支

援・育成に努めるとともに、新事業や事業再生に取り組む起業支援に加え、人材の確保、地

域に適合する優良企業の進出等に努めます。 

商業についても、既存商店の安定を図り、商業機能の集積を図るため、商工会・農協等と

も連携をとり、長期的視点で環境整備を行い、まちづくりと一体になった商工業の振興に努

めます。 

［主要施策］ 

(1) 既存産業の育成と企業誘致の推進 

① 既存の中小企業の経営の安定を図るため、制度資金の活用や、地域の活性化を図るた

めの組織づくり等を検討し、企業活動の支援・育成に努めます。 

② 地域に適合する、他市町からの購買力もある優良企業の立地促進に努めます。 

(2) 起業支援制度の確立 

町・商工会・ふくおか嘉穂農業協同組合等を中心に、起業支援制度等の確立に努めます。 
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(3) 中心商店街の形成と経営近代化の促進 

① 桂川駅周辺等への商業の集積を図るため、商工会等と連携を図り、共同店舗の開発整

備を促進するなど、長期的視点で計画的に、住民の集う中心商店街の形成に努めます。 

② 既存の商店については、町民のニーズに合わせた、特色ある経営を推進するため、共

同宅配サービスシステムの開発について検討するなど、商工会等と連携を図りながら、

商業地域振興活性化のための事業推進を支援していきます。 

(4) 商業と農業の連携強化の推進 

町内商業者と生産者（農林業者）の協力関係の確立を図り、特産品の開発研究や販売施

設の整備等について相互協力を行い特産品の推奨に寄与していきます。 
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７．３ 観光の振興 

［現状と課題］ 

今日、生活者の自由時間に対する欲求の高度化・多様化が進む中で、自由時間における

様々な交流を生み出し促進する「集客交流サービス」に、新たな発展が展望されています。

観光サービスにおいては、近年、時間的・金銭的に消費力を持つとされる、「エルダー層」

の増加に伴い、様々なサービスに向けたニーズが高まり、観光への新たな消費が期待される

ところであり、今までとは異なった視点に立ち、開発・振興を考える必要があります。 

本町の観光資源としては、王塚古墳及び王塚装飾古墳館をはじめ湯の浦総合キャンプ場か

ら弥山岳に至る一帯の豊かな自然、さらには民間のゴルフ場等があげられますが、本町の観

光の目玉である王塚装飾古墳館の入館者数はオープン以来 10 年経過し 5～6 千人の横ばいを

続けています。民間のゴルフ場では、平成 16 年から国内のプロゴルファーを迎えたゴルフ

トーナメント（町協賛）を開催しています。 

2 回目にあたる今年も多くのギャラリーを集め、新たな観光資源となりつつあります。ま

た、本町から地理的にも近い太宰府市に「九州国立博物館」が創設されたことは、「飯塚市

歴史資料館」等筑豊地区と結ぶ観光ルート開発も期待できます。 

今後、広域的観光ルートの開発・まつりの振興・ゴルフトーナメント等イベントの充実・

特産品の宣伝に加え、期待される消費者である「エルダー層」にも、視点を置き、宿泊施設

等、新たなニーズに対応できるサービスを供給できる工夫が必要になります。観光の振興が

ひいては、地域経済の振興に繋がることは言うまでもないことです。 

［基本方針］ 

本町における観光資源を確認し、町民にその開発に協力する啓発活動を推進します。また、

観光拠点の形成や既存観光資源の再考を始めとして、観光資源の広域化や観光イベントのネ

ットワーク化等、宿泊施設を含めたところの他市町との広域的な連携を深め、観光交流によ

り地域イメージの向上、産業振興に努めます。 

［主要施策］ 

(1) 観光開発方針の確立と観光拠点の整備促進及び特産物等のＰＲ 

① 全町一体となって特色ある観光開発を推進するため、基本となる観光開発方針の確立

を図り、王塚装飾古墳館及び湯の浦総合キャンプ場から弥山岳に至る一帯を観光拠点と

して民間活力の誘導も含めて計画的に整備を図ります。 



第７章  活力ある産業のまちづくり 

 64

② 民間ゴルフ場開催ゴルフトーナメントの協賛を介して、地元物産展等に参加しＰＲに

努めます。 

(2) 地域ＣＩ事業の推進と観光機能の強化 

① まつり等イベントの充実や町の「まちづくり王塚ＣＩ事業」を推進し、町からの情報

提供機能の充実や、本町のイメージアップに努めます。 

② 農協や商工会等と連携を図って特産品開発等に努めます。 

③ 周辺市町との連携強化を図って広域観光ルートの設定や新たな広域イベント事業の創

設に努めます。 

④ 本町の伝統的芸能や行事、まつり等の保存と伝承に努め、観光化に努めます。 

(3) 観光推進体制の強化 

① 広域的連携体制の強化を図ってＰＲ活動を行うとともに、マスコミ等を利用した対外

的な情報提供に努めます。 

② 広域的観光・日程を要するスポーツ観戦等に不可欠となる宿泊施設に関し、周辺市町

との連携をとり確保できるよう努めます。 
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７．４ 雇用対策と勤労者福祉の充実 

［現状と課題］ 

労働人口の急速な高齢化やパートタイム労働、女性の職場進出の活発化等により需要と供

給の両面にわたって労働環境の構造的変化が進んでおり、これに対応した勤労者対策の充実

が望まれています。また、労働時間の短縮等により、自由で有意義な余暇時間を活用できる

環境づくりの充実が勤労者に強く望まれています。 

一方で、若者の定住を図るため、魅力ある雇用の場を確保するとともに、就業機会が制約

されがちな高齢者、障害者など様々な人々の就業意欲に応えるため、職業情報の提供や職業

能力開発機会の拡充等に努めるとともに、特定地域開発就労事業の継続実施を関係機関に訴

えていく必要があります。 

［基本方針］ 

中小企業勤労者のため、経営者への意識啓発を強化して、労働環境や福利厚生施設の充実

を促します。 

また、若者の定住を図るため就業機会や研修機会の提供拡充を図るほか、就業機会の制約

がみられる障害者、高齢者などの雇用機会の拡大に努めます。 

［主要施策］ 

(1) 雇用の安定 

① 技術革新に対応した人材を養成するため研修機会の拡充等に努め、雇用就業機会の確

保促進に努めます。 

② 定年延長や再雇用制に関する国の助成制度の活用等を奨励するとともに、高齢者・障

害者等の雇用機会の拡大のため、就労相談体制の充実や職業情報提供の充実等に努めま

す。 

③ 特定地域開発就労事業の継続実施を関係機関に働きかけます。 

(2) 若年労働者の地元就職対策の推進 

公共職業安定所との連携を強化し、若年労働者の地元就職・定住とＵターンの促進を図

ります。 

(3) 福利厚生の充実 

① 労働時間の短縮、最低賃金制度の周知、資金貸付制度の利用促進等、雇用労働条件の

改善・向上に向け普及啓発活動の充実に努めます。 
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② 余暇を有効に利用できるスポーツ・レクリエーション活動や文化活動の場の確保・拡

充に努めるとともに、各種余暇情報の提供の充実等を図って勤労者福祉の増進に努めま

す。
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第８章 計画推進のために 

 

８．１ 町民参加の推進 

［現状と課題］ 

地方分権の進捗に伴い、行政サービスが肥大化し、内容も複雑、多岐にわたる行政ニーズ

の中で、今後の望ましいまちづくりを進めていくためには、行政と町民がそれぞれの役割分

担を良識的に明確化し、町民の創意とエネルギーを結集していくことが重要です。 

そのためには、行政情報を公開・提供し、まちづくりの現状や課題等について町民と行政

が共通の認識を共有することや、多様な町民参画の機会を設けることが重要です。 

また、本町においては、毎月発行している広報紙等によって、広報活動を推進しており、

町政へ町民の意見を反映させるため、町民との対話集会などの広聴活動を行っています。ま

た、各種の審議会等においても、町民の参画を得ながら、行政計画の策定と施策の執行に努

めています。 

今後とも、町民意識の高揚を図るため、広報広聴活動の充実や適切な情報提供ができる体

制づくり、町民との対話の推進などに努め、町民参画のまちづくりを一層推進する必要があ

ります。 

［基本方針］ 

まちづくりに対する町民の参画意識を高め、行政と町民が共にまちづくりを推進するため、

広報広聴体制の充実を図るほか、町政の情報を円滑に公開・提供できる環境を整備していき

ます。また、町民の創意とエネルギーがまちづくりに十分生かされ、あらゆる場でまちづく

りの主役として、生き生きと活動ができるよう、町政への町民参画の機会を拡充します。 

［主要施策］ 

(1) 広報活動の充実 

① 町民の町政への関心と参画意識を高めるため、広報紙の充実を図ります。 

② これからの行政情報は、町民が必要な時に必要なものを取り出せ、かつ、音声や画

像・映像を通して届けることが求められてくることから、インターネット等の新しいメ

ディアを活用した的確迅速な提供手段の導入・充実に努めます。 

(2) 広聴活動の充実 

① 意見箱や町民との対話集会等による広聴活動の充実を目指すとともに、町民と行政と

の円滑な情報交流を深めるために、職員一人ひとりの意識改革を進め、町民の意見や要
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望を町政に的確に反映させられる体制づくりを進めます。 

② インターネットなど双方向の新しいメディアを活用した広聴体制の確立に努めます。 

(3) まちづくりへの町民の参画機会の拡充 

① 町の計画づくりや施設の運営管理などへの町民の参画を促進し、自分たちのまちは自

分たちでつくる、という自治意識の醸成・高揚に努めます。 

② まちづくり事業や活動への町民の参画機会の拡充を図ります。 

(4) まちづくりへの民間活力の適切な導入 

商業拠点の整備、住宅地の整備、保健医療、老人福祉サービス面の事業分野などで、公

共性の担保のもとに民間活力の適切な導入を図ることが、より効果的と判断される事業に

ついては、積極的に民間活力を活用した指定管理者制度の導入の検討を行い、行政経費の

節減と町民のニーズに即したより質の高い住民サービスの提供に努めます。 

(5) 個人情報の保護、情報公開の推進 

個人情報保護条例により、町民の情報の保護に留意しつつ、公正で開かれた町政を推進

するために、情報公開条例に基き、町民にわかりやすい情報の公開・提供を図ります。 
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８．２ 行政運営の改革の推進 

［現状と課題］ 

地方分権が進展する中、国の三位一体改革による税源移譲では、本町のような小規模の自

治体では、地方交付税や国庫補助金の削減を補うことは期待できません。このように、本町

行財政を取り巻く環境が厳しい中で、限られた財源の適正・公平な配分に留意しつつ、常に

住民サービスの維持・向上を目指してきました。そのため、行政効果・効率の観点から時代

の要請に即した行政体制づくりに努めるとともに、ＩＴ化の推進等行政事務の合理化・効率

化にも積極的に取り組んできたところです。 

また、高度化、専門化してきた行政事務に対応するため、職員を各種専門研修などに参加

させ、資質の向上と専門的実務能力の開発に努めてきました。 

一方、住民の行政に対する要望は、価値観や生活様式の多様化・個性化などを背景に一段

と多様化、複雑化しつつあります。また、高齢化・情報化・国際化の進展という、我が国の

社会構造全体を貫く大きな時代変革が進んでおり、行政として取り組むべき課題は、量的に

増大し、質的にも広範化、高度化してきています。 

このような行政課題に的確に対応し、地域の活性化、住民福祉の向上を目指していくため

には、従来の慣例や制度にとらわれることなく、新たな視点から組織・機構の見直しや定員

管理の適正化、事務の改善等行政事務全体の見直しを推進していく必要があります。特に、

行政改革推進委員会の答申に基づき、組織機構及び事務・事業等について、全庁を挙げて不

断の行政改革に取り組み、財政の健全化を図ることにより、住民に親しまれ、信頼される行

政体制づくりを進めていく必要があります。 

［基本方針］ 

地方分権の進展により、地方自治体は「自己決定、自己責任」の原則により、行政を経営

していくことが求められています。しかしながら、本町の財政状況は年々厳しさを増してお

り、危機的な状況に陥る可能性があります。平成 17 年 9 月の「桂川町行政改革推進に関す

る答申」に基づき、住民の行政ニーズの多様化等に的確・迅速に対応できるよう、執行体制

の弾力的運用に努めるとともに、組織・機構の再構築等行政改革の推進に積極的に取り組ん

でいきます。めまぐるしく変化する社会情勢を的確に把握し、新たな行政施策を展開してい

くため、人事交流の推進など、これまでの研修制度をさらに充実させ、職員の資質向上を図

ります。 

また、庁内情報システムの充実や行政手続きの透明化をさらに進め、住民サービスの向上

に努めていきます。 
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［主要施策］ 

(1) 効果的・効率的な行財政運営の推進 

① 本総合計画に掲げられた施策・事業の執行管理体制の確立を図り、本計画の実現を強

力に推進します。 

② 住民の価値観の多様化等により複雑化、高度化する行政需要に対処し、行政の統一性

や公平性を確保するため、横の連絡を強化する調整機能の充実に努めます。 

(2)組織・機構体制の整備と公共施設の管理運営の適正化 

① 行政改革推進委員会の答申を踏まえつつ、多様化、複雑化そして高度化する行政課題

に的確・迅速に対応できるよう事務事業や組織、機構の整備を図ります。 

② 行政課題の高度化・複雑化そして多様化に対処し、行政を効率的に運営するため、行

政の役割の見直しやこれまで行ってきた行政サービスの検証を行うことにより、行政経

営の考え方を根本から見直し、新たな行政経営の確立を目指します。また、「民でもで

きること」については、積極的に民間委託を推進し、管理運営等の簡素化・効率化に努

めます。 

③ 町幹部で組織する行政改革推進本部により、行財政改革の進捗状況の管理を行い、そ

の経過等について、住民にわかりやすく周知します。 

(3) 職員の定員管理と資質の向上 

① 「桂川町人材育成の基本方針」に基づき、これまでの階層別研修や専門研修に加え、

内部研修に努めるとともに、人事交流等を積極的に推進するなど、職員の行政能力の向

上を目指した研修の充実に努めます。 

② 行政需要の動向に対応し、事務・事業量の適正な把握に努めるとともに、数値目標を

定め、職員の定員管理に努めます。 

③ 職員の能力を最大限に発揮すべく、職員の適正配置を行います。 

(4) 事務処理の簡素化・効率化と行政情報の公表 

① 庁内情報システムの充実等を図り、事務処理のスピード化と効率化を図り、住民の信

頼性の確保・向上に努めます。 

② 公平で効率的な行政運営を図るため、行政手続の一層の透明化に努めるとともに、行

政監査の遂行を推進します。 

(5) 住民等との「協同」によるまちづくり 

今日、地方自治体の運営は、財政的にも極めて困難な状況となっており、行政の努力だ

けでは住民のニーズに十分対応することが困難な状況になってきています。行政が持って

いる情報を広く公開するとともに、住民と行政が自治の原点に戻り、行政が行うこと、住

民が行うこと、行政と住民が連携・協力して行うことを明確にし、住民や住民団体及びボ

ランティア団体、更にはＮＰＯとの協働による行政運営の推進、つまり、「協同」してま

ちづくりを進めていきます。 
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８．３ 財政運営の効率化 

［現状と課題］ 

今日、国・地方を通じて極めて厳しい財政状況にある中、本町においては、平成 15 年度

及び 16 年度の決算において、経常収支比率が 2 ヵ年度連続して 100％を超え、経常収入で

経常経費が賄えない危機的な状況に陥っています。 

本町ではここ数年、当初予算を編成するに当たり、毎年度 4 億円以上の財源不足が生じて

おり、その不足分は積立基金の取り崩しで対処し、積立基金の総額は年々減少しています。

今後の「三位一体の改革」の進展を考えると、本町のような財政力の脆弱な小規模団体は、

さらに厳しい財政運営を強いられることになることが予想されます。 

一方、地方分権の進展とともに、地方自治体の役割はますます重要となり、より高度で専

門的な組織と､併せて、永続可能な簡素で効率的な組織が求められています。 

そのような状況の下、本町では、平成 17 年 3 月に「財政非常事態宣言」を行い、まず、

内部行政経費の削減に取組み、議員報酬及び特別職並びに一般職の給料等の削減を実施しま

したが、なおかつ、数億円の財源不足が生じているところです。 

従来型の事業展開はもはや不可能な状況です。今後は、町民の理解と協力を求めながら、

一つひとつの事務・事業について内部で､十分点検・評価し、聖域のない行財政改革を推進

しつつ、可能な限り住民サービスの低下を招かないよう努めなければなりません。 

［基本方針］ 

財政面では危機的な状況が続くと予想されることから、限りある財源の計画的、効率的な

運営と自主財源の確保を図り、財政基盤の確立に努めます。 

また、本総合計画を指針として毎年度の予算編成を行い、事業効果等も加味しつつ、施

策・事業を厳選し、計画的かつ効果的な財政運営を推進していきます。 

さらに、町税の徴収率向上、受益者負担の適正化など、自主財源の確保と充実に努めると

ともに、町債の適正な管理を進めます。 

［主要施策］ 

(1) 計画的かつ効果的な財政運営の推進 

① 毎年度の予算編成に当たっては、本総合計画を指針として施策・事業を厳選し、長期

的視点に立って計画的かつ効果的な財政運営を行います。 

② 町債の借入れについては、後年度の財政負担を考慮し、可能な限り抑制します。 

(2) 財政弾力性の維持 

① 義務的・経常的経費の合理化、適正化を図ります。このため、各種公共施設について
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管理・運営体制の再検討を進め、行政の役割の再検討や複数施設の連携の強化等により、

施設運営の内部効率化に努めます。 

② 長期的な展望に立った地域産業振興の推進等により、自主財源の確保を図っていくと

ともに、地方税の課税客体を的確に把握し、課税の公平に努めます。また、町民の納税

意識の高揚を図り、徴収率の向上に努めます。 

③ 自主財源を有効利用するため、国・県の補助制度を十分活用し、依存財源の合理的な

確保に努めます。 

(3) 財政運営の適正化 

① 事務・事業を実施するに際しては、住民サービス水準の維持向上に配慮しながらも、

民間への委託等を検討し、それが有効な場合には、委託方式の採用を積極的に推進し、

行政経費の節減を図ります。 

② 行政と町民の本来的な役割分担を考慮し、受益者側において負担することが適当であ

る場合には、町民の理解を求めながら受益者負担の適正化を積極的に推進していきます。 

③ 本町の未利用財産を見直し、有効な活用策を検討するとともに、処分可能な財産の売

却促進等について積極的に取り組んでいきます。 
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８．４ 広域行政の推進 

［現状と課題］ 

今日、交通・通信体系の発達、情報化の進展などによって、町民の生活圏は拡大し、町域

を越えた広域的な生活圏域が形成されています。このため、広域的な行政ニーズは増大して

おり、これらに対して、本町だけで十分な行政サービスを提供することは困難であり、効率

的な公共投資と住民サービスの向上を図っていく上でも、事務・事業の広域的処理がますま

す必要となってきています。 

本町は、これまで飯塚広域市町村圏事務組合や飯塚・桂川町衛生施設組合などの一部事務

組合等に加入して、ごみ・し尿の処理や消防・救急事業等を実施しています。さらに、県内

72 市町村で組織した「福岡県介護保険広域連合」に加盟して介護保険事業を実施していま

す。しかし、市町村合併に伴い、平成 18 年 4 月から「福岡県介護保険広域連合」は、構成

市町村の 72 市町村が 43 市町村に構成が変更になりました。今後は、周辺各市と調和のとれ

た発展を目指して、広域行政の強化に努めていく必要があります。 

一方、近年は、芸術・文化や環境、福祉などの分野を中心に高次機能を有する施設整備へ

の欲求が高まっていますが、これらの多くは広域利用によって効率性を確保できるものも多

いことから、今後、こうした面での共同処理も考えていく必要があります。 

［基本方針］ 

高度化、複雑化する町民のニーズに対応するためには、本町単独だけでなく、広域的な一

部事務組合や広域連合など各広域団体との連携が一層、必要となってきています。そのため、

他市町との相互協力をより積極的に推進するとともに、国・県等と綿密な連携を保ちながら、

幅広い広域行政に対応し推進していきます。 

［主要施策］ 

(1) 広域行政の推進 

① 広域市町村圏事務組合や広域連合だけでなく、民間の広域団体等とも連携を強化し、

幅広い分野で広域事業の推進に努めます。 

② 飯塚市・嘉麻市との広域合併についても検討していきます。 

(2) 広域的対応の推進と広域事業に対する町民意識の啓発 

① 国・県等との連携を強化し、必要な事業等については、その実施や援助などを積極的

に要望していきます。 

② 広域事業の推進に当たっては、町民の広域事業への理解と事業への参加・協力を促す

など啓発活動を展開します。 
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(3) 「福岡県立嘉穂総合高等学校」の建設 

平成 16 年 12 月に「福岡県立嘉穂総合高等学校」の誘致が決定して、周辺の道路等の

環境が整備されています。平成 19 年度中の新築・移転に向けて町民の理解を得ながら、

本町としても全面的に協力をしていきます。 

 


